
［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

１　子どもが笑顔で育つまち　－　（１）子どもの成長を支える教育・保育の提供　-　①幼児期の教育・保育の体制整備

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

1
保育所（園）等の運
営

保育を必要とする子どもに安定した保
育を提供し、子どもの年齢に応じた教
育・保育を行う幼稚園、保育所及び認
定こども園の教育・保育施設と地域型
保育事業の適正な運営を支援する。

保育課 継続
保育園のこども園化により保護者の就労状況
にかかわらない継続した教育・保育の場を提
供できるように支援する。

Ａ

公立保育園14、公立こども園2、私立保育園9、
私立こども園7、小規模保育事業所1の33園で保
育を実施
入園者3,542人

私立保育園4園が認定こども園へと移行
し、保護者の就労状況にかかわらない継
続した教育・保育の場を提供できるよう支
援した。

幼稚園、保育所及び認定こども園において希望
するすべての児童が安定した教育・保育が受け
られるよう施設の運営を支援する。

2
保幼小の連携の推
進

保育所（園）、幼稚園、小学校等が連絡
を取り合える関係づくりを構築し支援す
る。各小学校区で作成する保幼小接続
カリキュラムを活用して連携・交流を推
進する。

学校教育課 継続

毎年同じ活動で満足せず、より深く園と学校が
つながる活動を一緒に計画できるようにする。
今年度は、交流活動が減るため、職員同士で
連絡を取りながら連携を図る。

Ａ

交流活動だけではなく、指導主事訪問日や学校
開放日の授業や保育を参観し、学びのつながり
についても理解するよう努めた。研修会を開き、
学びと育ちをつなげることを意識し、園と小学校
が共にスタートカリキュラムを作成した。

保幼小接続講座には、園だけでなく小学
校教職員や管理職の参加も多かった。交
流会だけではなく、普段より園と小学校の
教職員同士がつながれるようにしていく必
要がある。

毎年同じ活動で満足せず、より深く園と学校が
つながる活動を一緒に計画できるようにする。今
年度は、交流活動が減るため、ICTを活用するな
ど工夫を凝らして連携を図る。

子ども福祉課 新規
オレンジリボン運動を継続するとともに、人権
に関するチラシ等を掲示するなど市民への啓
発に努める。

Ｂ オレンジリボン運動の実施　11月

11月の児童虐待防止月間に、市職員の児
童虐待防止に関する意識を高めるため啓
発運動として、オレンジリボンの着用に取
り組んだ。また、庁舎内にオレンジリボン
ツリーを設置し、来庁者への啓発を行っ
た。

オレンジリボン運動を継続し、市民への啓発にも
努める。

保育課 新規

子どもの遊びや活動の中で、自然や人とのふ
れあいなど様々な体験を通して、自分を大切
にする感情と共に、他人に対する思いやりの
心を育てることに努める。

Ａ 公立・私立の全園で実施

保育の中において、園児には様々な活動
を通して自然や友達との関わりを大切に
するよう言葉がけを行った。保育士内で園
児一人一人を個人としてみていくよう意識
を高めた。

子どもの遊びや活動の中で、自然や人とのふれ
あいなど様々な体験を通じて、自分を大切にす
る感情と共に、他人に対する思いやりの心を育
てることに努める。

4
保育士の確保と質
の向上

保育士の業務負担を軽減するために
必要なＩＣＴ※システムを導入するととも
に、保育士バンクを活用し、保育人材
の確保に努める。また、市保育士研究
会等で教育・保育に関する研修を実施
することで、保育士の質の向上を図る。

保育課 新規

ICT等の普及に努め、保育士の業務負担軽減
を図る。
また、保育人材の確保のために、保育士バン
クを引き続き活用していく。
保育士研究会についても、保育士の質の向上
のために、支援を継続する。

Ｂ
ICTシステムの導入：私立園3園
保育士バンク登録者数：4名（うち2名が市内の
園に就職。）

ICTシステムの導入に関しては、私立園は
R3年度までに13園が導入済（公立園はR2
年度に全園導入済）。保育士バンクについ
ては、市広報や福井新聞等で登録を呼び
かけたが登録者数は伸びなかった。新た
な保育士確保の施策を考える必要があ
る。市保育研究会においては、オンライン
研修を取り入れることでコロナ前と同程度
の研修を実施することができ、保育士の
質の向上が図られた。

ICT等の更なる普及と活用に努め、保育士の業
務負担軽減を図る。
また、保育人材の確保のために、保育士バンク
を引き続き活用していく。
保育士研究会についても、保育士の質の向上
のために、支援を継続する。

１　子どもが笑顔で育つまち　－　（１）子どもの成長を支える教育・保育の提供　-　②子育て支援事業の充実
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5
乳幼児期における
読書活動事業

乳幼児期における本と出会う機会の充
実を図るため、乳児を育む保護者に対
して読書活動の重要性についての啓
発、情報提供を行うことを趣旨とした
ブックスタート事業を実施する。

図書館 継続

新型コロナウイルス感染症拡大防止に配慮し
ながら、乳幼児期における本と出会う機会の
充実を図るため、保護者に対して読書活動の
重要性についての啓発、情報提供を行うこと
を趣旨としたブックスタート事業を行う。

Ｂ

ブックスタート（６ヶ月児育児相談日）
　年３６回開催　５１７名受講（受講率９３％）
  ※各館での受講者　１８名
乳幼児向けおはなし会
　年11回開催（丸岡・坂井）

ブックスタートやおすすめ本ポスターの配
布は継続しているが、新型コロナウイルス
感染症拡大防止のため、乳幼児向けおは
なし会の回数は減少している。

保護者に対して、読書推進の重要性についての
啓発・情報提供を行うことを趣旨としたブックス
タート事業などを継続し、乳幼児期における本と
出会う機会の充実を図る。

6
子どもの読書活動
推進事業

子どもが自主的に読書に親しむ機会を
提供するための環境づくりと、読書活動
への理解と関心を深める啓発、広報活
動を実施する。

図書館 継続

新型コロナウイルス感染症拡大防止に配慮し
ながら、子どもが自主的に読書に親しむ機会
を提供するための環境づくりと、読書活動へ
の理解と関心を深める啓発、広報活動を実施
する。

Ｃ

毎週土曜日の「おはなし会」、夏休み中の児童
館での「おはなし会」、子ども向け各種行事等に
ついては、新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、回数は減少したが、市内小学校への配
本については例年どおり実施し、本や図書館へ
の関心を深める啓発活動に努めた。

コロナ禍でも開催可能なロングセラー絵本
の複製画展などは開催できたが、お話会
やイベント等の回数は減少している。

子どもが自主的に読書に親しむ機会を提供し、
そのための環境づくりを進めるとともに、読書活
動への理解と関心を深めるため、啓発・広報活
動を継続する。

7
障害児保育事業の
充実

障がいがあってもより良い保育サービ
スを受けられるよう、内容の充実を図
る。

保育課 継続
必要数の保育士を確保し、より充実した保育
を図る。 Ａ 昨年同様、公立・私立の全園で実施した。

児童の状況に応じ、園と協議し保育を実
施した。

必要数の保育士を確保し、より充実した保育を
図る。

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】

3
人権教育・保育の推
進

子どもの人権を尊重しながら個々の成
長を支え、思いやりの心や豊かな人間
性が育まれるよう人権教育・保育を推
進する。
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8
保育カウンセラー事
業

気がかりな子どもへの専門的な理解を
深め、障害児保育の推進とサポート支
援体制の確立を図るため保育カウンセ
ラーを配置し、保育所（園）を巡回して
保育士、保護者への支援にあたる。

保育課 継続
引き続き事業を実施し、気がかりな子どもへ
の適切な対応ができるよう、保育士や保護者
を支援していく。

Ａ

保育カウンセラーが保育所・認定こども園33か
所、幼稚園1か所、子育て支援センター5か所を
訪問した。
　園訪問回数：103回
　園内研修：7回

園訪問に保育課の保育士が同行し、状況
を母子保健と共有することで支援の強化
を図った。
また、障害児保育の質の向上ができるよ
う、保育士対象に園内研修を実施した。

引き続き事業を実施し、気がかりな子供への適
切な対応ができるよう、保育士や保護者を支援
していく。

9
障害児通所支援事
業

障がいのある子どもに専門的な施設等
において、日常生活における基本的な
動作の指導及び集団生活への適応訓
練・支援を行う。

社会福祉課 継続
3年度も継続して、計画支援事業所と療育事
業所と市町担当課と連携し、相談しながら支
援できるようにする。

Ｂ

障害児通所給付決定者　384人
障害児相談支援給付実施率　98％
残りの2％は、早急なサービス利用希望時はセ
ルフプラン作成にて対応した。
（障害児通所支援を利用する児童全員に支援利
用計画を作成する）

スムーズに通所支援を受けられるように
相談支援事業所、児童福祉施設、行政で
連携ができた。今後は、セルフプラン作成
者に対して、特定相談事業所が入られる
ように勧める。

4年度も継続して、計画支援事業所と療育事業
所と市町担当課が連携し、相談しながら支援を
行っていく。

10
地域子育て支援拠
点事業

子どもや子育て中の親等が気軽に集え
る機会を提供し、子育てに関する相談・
援助・情報提供を行う。

子ども福祉課 継続

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のた
め、施設の利用制限をすることは止むを得な
いと考えるが、通常の施設来所に加え、電話
やメール、オンライン相談も活用しながら、子
育て中の保護者への支援を行い、児童の健
全育成につなげていく。

Ａ

公立3か所・民間3か所、合計6か所で実施した。
　公立　三国・丸岡・坂井子育て支援センター
　民間　ハーツきっずはるえ
　　　　　もみじアソビーノサロン
　　　　　キッズハウスゆり
　延べ利用者数　26,316人
　［主な内訳］
　　　ひろば開放　15,854人
　　　面接相談　2,441人
　　　講演会等　570回　6,540人
　　　その他　1,455人
　　　　（その他はSNS利用、母親クラブ）

前年度に比べ、延べ利用者数は多少減少
したものの、講演会は実施回数が増加し
た。
また、新型コロナウイルス感染症拡大防
止対策として利用時間や人数の制限を行
いながら、子育て中の保護者に対し、さま
ざまなな支援を行った。
公立の子育て支援センターでは施設利用
の申込みを電話で行っているため、対応
が込合い支障になる時がある。

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を継続
しながら、子育て中の保護者への支援を行い、
児童の健全育成につなげていく。
子育て支援センターにおいては、施設利用に関
し、利便性を高めた方法を検討する。

11
保育所（園）等地域
活動事業

保育所（園）等において、地域や世代間
とのつながりを深めるために幅広い活
動を行う。

保育課 継続
引き続き継続することで、地域に根差し、地域
から愛される園を目指す。 Ｂ 公立は全園、私立は7園にて実施

コロナ禍のため、例年より実施は少なかっ
たが、世代間交流、育児講座の開設など
を通し、園と地域の結びつきを強くすること
ができた。

引き続き継続することで、地域に根差し、地域か
ら愛される園を目指す。

12
保育所（園）等の一
般開放

在宅児の親子に遊び場の提供や育児
相談を実施する。

保育課 継続
引き続き、全公私立園にて園開放日を設け
る。 Ｂ

公立・私立園ともに、通常より規模を縮小して園
開放を実施した。

コロナ禍で園児と在宅児の触れ合いを控
えたため全面的な園開放は実施できなっ
たが、予約制で施設見学・育児相談に応
じるなど規模を縮小して園開放を行った。

規模を縮小することなく、全ての公立・私立園に
て園開放を実施することを目指す。

13 延長保育事業
保護者の保育時間のニーズに合わせ
て保育時間の延長を実施する。

保育課 継続
引き続き、延長保育を実施することで、保護者
が安心して子供を預けることのできる環境づく
りに努める。

Ａ 公立・私立、全園で実施

延長保育を実施することで、突発的な事
由や就労形態に機縁する事由で通常保
育時間を超えてしまう児童の保護者が、
安心して保育園を利用することができた。

引き続き、延長保育を実施することで、保護者が
安心して子供を預けることのできる環境づくりに
努める。

14 休日保育事業

就業形態の多様化に対応するため、利
用者のニーズの動向と保育体制整備を
踏まえながら、休日保育の実施につい
て検討を進める。

保育課 継続
当面はすみずみ子育てサポート事業での対
応とする。今後、休日保育のニーズが高まる
ようであれば検討していく。

Ｄ 実施なし
休日保育の要望がなく、現時点ではすみ
ずみ子育てサポート事業の一時預かり等
での対応としている。

すみずみ子育てサポート事業において、令和3
年度まで委託していた事業所が事業廃止したた
め、一時預かりでの対応ができなくなったことか
ら、今後は利用者のニーズの動向を踏まえなが
ら、休日保育の実施について検討する。

15 乳児保育事業
保護者の就労条件等から産後８週から
の入所を受け入れる。

保育課 継続
引き続き、乳児保育を実施し、乳児期からの
保育を必要としている保護者のニーズに応え
ていく。

Ａ 公立12園、私立17園にて実施

生後８週から受け入れることで、様々な条
件下に置かれている保護者の利便性を高
めることができた。（育休制度の無い就労
者など）

引き続き、乳児保育を実施し、乳児期からの保
育を必要としている保護者のニーズに応えてい
く。

16
病児・病後児保育事
業

保育所（園）に通所する児童等が病気、
または病気の回復期に集団保育が困
難な期間、個別の保育を必要とする子
どもを保育する。

子ども福祉課 継続
引き続き、病児・病後児保育を実施し、安心し
て子育てができる環境を整えていく。 Ａ

延利用人数　　1,940人
　　[内訳]三国病院　　　　       　97人
　　　　　　春日ﾚﾃﾞｨｽｸﾘﾆｯｸ　　 202人
　　　　　　わっか保育園　　　  1,262人
　　　　　　坂井松涛保育園　　  　26人
　　　　　　つぼみ保育園　         160人
　　　　　　広域利用　                193人

新型コロナウイルス感染症の影響により、
受け入れ数はこの2年間は減少している
が、前年に比較して900人以上増加してお
り利用者ニーズを取り戻しつつある。

引き続き、病児・病後児保育事業を継続し、安心
して子育てができる環境を整えていく。
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17
子育て短期支援事
業(ショートステイ)(ト
ワイライトステイ)

保護者の疾病・出産・看護・事故・災害
等で、児童の養育が困難になった場合
一時的に預かる。

子ども福祉課 継続
継続して利用希望者の申請に応じて支援す
る。 Ａ

3事業所へ事業委託し実施。
（ショートステイ）
　2歳未満　済生会乳児院　0人
　2歳以上　ほほ咲みの郷　13人
　　　　　　　 一陽　7人
（トワイライトステイ）
　ほほ咲みの郷　3人　　一陽　0人
（合計）　23人

保護者からの事業内容や利用希望の問
い合わせに対し、制度の説明や利用に向
けた施設との調整を行い、一時的な保育
を必要とする子育て世帯の支援に寄与で
きた。

引き続き、本事業を必要とする子育て世帯へ制
度の説明や利用調整など支援を行う。

18 一時預かり事業

病気等の緊急時や就労等で一時的に
家庭での保育が困難な場合、保育所
（園）等において一時的に子どもを預か
り保育する。

保育課 継続
引き続き、一時預かり事業を実施し、一時的な
保育困難者を支援していく。 Ａ 公立5園、私立14園にて実施

家庭での保育が一時的に困難になった児
童を預かる事で、保護者が安心してその
事由に対処することができた。

引き続き、一時預かり事業を実施し、一時的な
保育困難者を支援していく。

19
すみずみ子育てサ
ポート事業の推進
（施設型・派遣型）

保護者が、疾病、事故、冠婚葬祭、就
職活動、公的行事参加等で、家庭で一
時的に養育できない場合に、一時預か
りや家事手伝い等を行う。

子ども福祉課 継続

新型コロナウイルス感染症対策を徹底しつ
つ、引き続き市民への周知を適切に行い、事
業を実施しながら、一時的な保育困難者を支
援していく。

Ｂ

3事業所で実施。
（施設型）　ハーツきっずはるえ、託児所「くるみ」
（派遣型）　坂井市シルバー人材センター
延べ利用者数
　ハーツきっず 1,209人、くるみ 93人、
　シルバー 20人
延べ利用時間
　ハーツきっず 5, 666時間、くるみ 548時間、
　シルバー 43時間

延べ利用人数、延べ利用時間ともにR2年
度から増加した。これは、新型コロナウイ
ルス感染症が拡大しているなか、感染対
策をとりながら、施設の利用を行う人が多
くなったためと考えられる。
なお、1事業所がR3年度末で事業を撤退
したため、新たな事業委託先を検討する
必要がある。

事業所での新型コロナウイルス感染症対策を徹
底しつつ、引き続き市民への周知を適切に行
う。
また、事業を実施しながら、一時的な保育困難
者や第1子出産予定の妊婦を支援していく。新た
な事業委託先についても検討していく。

20
ファミリー・サポート・
センター事業

ファミリー・サポート・センター（地域にお
いて子どもの預かりの援助を受けたい
者と援助を行いたい者からなる会員組
織）を設立し、子どもの預かり等の援助
活動を行う。
ニーズの高まりに応じて、事業形態等
の実施方法について検討を進める。

子ども福祉課 継続
地域の中でお互いに助け合いながら子育てを
する会員組織での相互援助活動について、保
護者等のニーズに応じて検討を続ける。

Ｄ 事業実施なし

新型コロナウイルス感染症拡大による社
会活動の制限や、会員20人以上の組織と
して市内に1か所設置するなどの諸条件
により、現在のところ、事業を実施していな
い。

地域の中でお互いに助け合いながら子育てをす
る会員組織での相互援助活動について、保護者
等のニーズに応じて検討を続ける。
なお、類似の事業として、すみずみ子育てサ
ポート事業を継続して行う。

21
ひとり親家庭等日常
生活支援事業

ひとり親家庭の親の一時的な病気や技
能習得のための通学、就職活動、冠婚
葬祭等により、日常生活で困った時、育
児や食事の世話等を行う家庭生活支
援員を派遣する。

子ども福祉課 継続
継続して制度の周知を図り、子育て支援や生
活援助が必要なひとり親家庭に家庭生活支
援員を派遣して、その生活を支援する。

Ｄ 支援員派遣件数　0件
令和元年度は派遣実績があったが、2年
度・3年度は対象となる申請がなかった。

継続して制度の周知を図り、子育て支援や生活
援助が必要なひとり親家庭に家庭生活支援員を
派遣して、その生活を支援する。

22
民間保育園施設整
備補助事業

受入れ対象児童の拡大や保育サービ
ス、保育環境を充実させるための施設
整備等に対して民間保育園へ補助す
る。

保育課 継続
民間保育園の施設整備に対する要望がある
場合には、検討を行う。 Ｂ 実施なし

R4年度に施設整備の要望がある園の建
設予定地の確保や国県との協議を行っ
た。

Ｒ4年度実施予定の園への補助と、R5年度以降
に施設整備を要望する園について検討を行う。

23
児童福祉施設環境
整備事業

児童の大切な生命を預かっている保育
所（園）等において、安全で長期間快適
に活動ができるように、施設の計画的
な整備等を行う。

保育課 継続
加戸幼保園の老朽化に伴う大規模改修に向
け設計を行う。 Ａ 公立保育施設　1園

加戸幼保園の老朽化に伴う大規模改修に
向け設計を行った。

加戸幼保園の大規模改修工事を行う。

24 里親制度の推進
里親制度について広く住民に啓発し里
親登録を推進するとともに、里親を支援
していく体制を整備する。

子ども福祉課 継続
福井県総合福祉相談所とともに制度の普及啓
発を行う。 Ａ

里親制度の広報啓発を行った。
　　里親制度説明会の実施回数　2回
　　広報掲載回数　2回

県主催の里親制度説明会を市内コミュニ
ティセンターにおいて実施し、体験談や制
度説明を通じ、市民への啓発を行った。

福井県総合福祉相談所とともに制度の普及啓
発を行う。

25
公立保育園等管理
運営事業

少子化が進行する中、様々な政策や社
会情勢の変化による多様な保育ニーズ
に対応し効率的な運営をするために、
公立保育園等の在り方を検討する。

保育課 新規
今後の公立保育施設の適正な定員、閉園、改
修などについて検討する。 Ｂ

公立園の改修および統廃合等、公立園の在り方
を検討した。

老朽化した施設の改修については、計画
的に進めていく必要があり、地域の状況を
加味しながら、検討を継続していく。

今後の公立保育施設の適正な定員、閉園、改
修などについて検討する。
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26
放課後児童クラブ事
業

昼間、保護者のいない小学生を学校等
で放課後に預かり、健全で充実した生
活が送れるよう遊びの指導や生活指導
等を行う。

保育課 継続
引き続き実施し、児童の健全育成並びに保護
者の就労等を支援する。 Ａ

直営26か所、委託7か所　　計33か所で実施
　登録児童数　1,832名

放課後預かりを必要とする児童について、
保護者のニーズにほぼ応えることができ
た。今後も利用数に応じた施設を確保して
実施していきたい。

引き続き実施し、児童の健全育成並びに保護者
の就労等を支援する。

27
放課後子ども教室
事業

放課後や週末等に、地域住民の参画を
得て、学校・コミュニティセンター等を利
用し子どもの居場所づくりを行う。

生涯学習スポーツ課 継続
通年と長期休暇の教室を地域性を鑑みたうえ
で開催していく。 Ａ

学校区内のコミュニティセンターを利用した25教
室で実施。協働活動支援員や協働活動サポー
ターに地域住民の参画を得て、地域の実情に応
じた様々な学習・体験・交流活動を展開した。

放課後や休日に子どもの安全・安心な居
場所を提供することができた。
地域の実情に応じた様々な学習・体験・交
流活動ができた一方で、新型コロナウイル
ス感染拡大防止の対策を講じながら教室
を実施する必要がある。

通年と長期休暇の教室を地域性を鑑みたうえで
開催していく。

保育課 継続
一つでも多くの子ども教室と連携し、実施数を
増やす。 Ｂ 4クラブが放課後子ども教室に参加した。

新たな取り組みはなく、コロナ禍で活動も
停滞気味だったが、教室との積極的な連
携についてクラブへの働きかけを行った。

引き続き、実施数の増加に努める。

生涯学習スポーツ課 継続
放課後子ども教室担当者と放課後児童クラブ
担当者との連携を促進するための方法を検討
する。

Ｂ

児童クラブと連携した教室を実施したのは、4か
所。主に長期休業中に開催している教室で放課
後子供教室と放課後子ども教室の連携を行っ
た。

子ども教室と児童クラブの開催場所が近く
で実施していることろは、長期休業中など
連携できた。

子ども教室と児童クラブの開催場所が近くで実
施していることろは、長期休業中など連携した活
動を検討し実施する。

29 特別教育支援事業
心身に障がいのある子どもや気がかり
な子どもの教育に関して、個に応じた教
育を受けられるよう支援する。

学校教育課 継続

より深い話し合いが持てるよう、判断会の持ち
方を考慮し、計画的に進められるようにする。
引き続き気がかりな子にとってよりよい学びの
場について、専門的な意見をいただきながら
教育支援を図っていく。

Ａ

教育支援委員会では、気がかり児にとって望ま
しい学びの場（学習環境）について話し合い審議
を行った。気がかり児について園と連携を取り就
学に向けて話し合う機会を設けた。

審議数にかかわらず、一人一人丁寧に話
し合いが行えるよう、会の持ち方を工夫す
る必要がある。

より深い話し合いが持てるよう、判断会の持ち方
を考慮し、計画的に進められるようにする。引き
続き気がかりな子にとってよりよい学びの場につ
いて、専門的な意見をいただきながら教育支援
を図っていく。

30 学級運営支援事業
障がいのある子どもや気がかりな子ど
もが安全・円滑に学校生活を過ごせる
よう、必要に応じ支援員を配置する。

学校教育課 継続
限られた支援員を有効に活用するため、各学
校の状況をヒアリング・現地確認の実施等に
より正確に把握し、適正な配置を図る。

Ａ
個々の指導や支援が必要な児童生徒に対応す
る学級支援員を配置して、円滑な学級運営と学
習支援体制の充実を図ることができた。

学習面や生活面で特別に支援を必要とす
る児童生徒について、学校での様子を聞
き取るなどし、その状況に応じて適宜適正
な配置を行う必要がある。

限られた支援員を有効に活用するため、各学校
の状況をヒアリング・現地確認の実施等により正
確に把握し、適正な配置を図る。

31
学校図書館支援事
業

学校図書館運営の充実のため、各学
校に司書教諭を配置し、児童・生徒の
読書活動の推進を図る。

学校教育課 継続

昨年度の活動を継続して行う。中学校図書館
司書と小学校図書館担当との連絡を更に密に
し、学校図書アドバイザーを活用しながら、小
学校図書館の管理・運営をよりよくする。
また、市立図書館との連携も図る。

Ａ

中学校司書が中学校区内の小学校図書担当教
諭と会議を開催し、運営、蔵書の管理、貸し借り
などの支援を図った。また、学校図書アドバイ
ザーを活用し、運営、支援のサポートを行った。
全小中学校に図書館システムを導入し、児童生
徒の読書の推進を図った。

小中学校での読書活動の啓蒙や学習支
援をさらに充実する必要がある。

昨年度の活動を継続して行う。中学校図書館司
書と小学校図書館担当との連絡を更に密にし、
学校図書アドバイザーを活用しながら、小学校
図書館の管理・運営をよりよくする。また、市立
図書館との連携も図る。

32
地域ふれあい交流
事業

どろんこ教室等の体験学習を通し、子
どもたちの交流、地域との交流、学校
間の交流を図る。

学校教育課 継続
同様の事業内容である地域と進める体験推
進事業と合わせ、より多くの体験や交流により
地域への愛着心を持てるようにする。

Ａ

全学校で同様な事業内容である地域と進める体
験推進事業と合わせて実施した。新型コロナウ
イス感染症の影響により、体験活動や地域交流
事業の内容変更、規模の縮小があったものの、
工夫して実施することができた。

さらに地域にかかわる体験活動、地域行
事の参加や、地域の方とのふれ合いが多
くなるように工夫する。

同様の事業内容である地域と進める体験推進
事業と合わせ、より多くの体験や交流により地域
への愛着心を持てるようにする。

33 わんぱく少年団事業

自然の中で行われる様々な活動を通し
て、生涯にわたって自然に親しみ、豊か
な人生を送るための基礎や手段を学
び、健やかな心身を育成する。

生涯学習スポーツ課 継続

子どもたちに様々な体験を提供するため、新
たな活動を企画する。また、従来の定番企画
も見直しを図り、より充実した活動を目指す。
また、例年は、市内中高生の団体である坂井
市ジュニアリーダーズクラブに協力を得て、活
動に取り組んでおり、交流が盛んなので、今
後も良好な関係を築いていきたい。

Ｂ

市内の小学生を対象に自然体験活動を行った。
例年の人気事業を引き続き実施したり、新たに
マリンスポーツ（SUP）体験を実施したり、事業の
充実を図った。また、子どもたちは、別の小学校
の児童との交流を通し、協調性や自立心を学ん
だ。

自然体験活動を通して、子どもたちの心
身の成長の場を提供することができた。今
後は、定番企画の改善や過去に実施した
企画の掘り起こし、新たな事業を模索する
ことで、事業全体の幅を広げ、子どもたち
にとって、より有意義な経験になる企画を
していく。

子どもたちに様々な体験を提供するため、新た
な活動を企画する。また、従来の定番企画も見
直しを図り、より充実した活動を目指す。また、
例年は、市内中高生の団体である坂井市ジュニ
アリーダーズクラブに協力を得て、活動に取り組
んでおり、交流が盛んなので、今後も良好な関
係を築いていきたい。

28
「新・放課後子ども
総合プラン」の推進

国の「新・放課後子ども総合プラン」の
推進に伴い、放課後児童クラブと放課
後子ども教室の一体的な提供を拡充す
る。
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34
スポーツ少年団事
業

多くの子どもたちにスポーツをすること
の楽しさと喜びを与え、スポーツを通し
て健やかな心身を育成する。

生涯学習スポーツ課 継続
多くの子どもたちにスポーツをすることの楽し
さと喜びを与え、スポーツを通して子どもたち
の心と体を育てる。

Ａ
指導者の方がスタートコーチ養成講習会へ参加
し、子どもたちへより良い指導を行えるようにし
た。

指導者の資格取得に加え、指導者対象の
研修会も開催し、指導の質を上げた。
※坂井地区（あわら市と合同）として開催
している。

多くの子どもたちにスポーツをすることの楽しさ
と喜びを与え、スポーツを通して子どもたちの心
と体を育てる。

35
文化芸術による子ど
もの育成事業

小中学校において、芸術家の公演等を
行うことで、子どもたちの優れた文化芸
術の創造に資することを目的とし、文化
の担い手となる子どもたちの発想力や
コミュニケーション能力等を育成する。

文化課 継続
4校から希望があったところ、4校全てが採択
を受けた。今回は「合唱」「児童劇」「歌舞伎・
能楽」「邦楽」の種目で実施予定。

Ｂ

令和3年度は4小学校が採択を受け、実施した。
新型コロナウイルスの影響により、ワークショッ
プは困難だったが、オンラインで開催するなど、
工夫して実施することができた。本公演において
は、4校とも本格的な芸術公演（児童劇･邦楽･合
唱）や古典芸能（能楽）を鑑賞するとともに、児童
がプロの団体と共演する機会も体験できた。

子どもたちにとって、プロに表現方法等を
習い、発表する体験をすることは、日本の
文化芸術に触れる貴重な機会である。し
かし、令和3年度はコロナ感染防止のため
開催日程を変更したり、体育館が密になら
ないような対策を取ったり、ワークショップ
に参加する児童を減らしたりするなど例年
通りの実施はできなかった学校も多かっ
た。

6校から希望があったところ、5校が採択を受け
た。今回は「児童劇」「バレエ」「邦楽」「落語」の
種目で実施予定。

36
人権啓発活動の推
進

思いやりの心や豊かな人間性が育まれ
るよう、あらゆる機会をとらえて、人権に
関する講座や啓発活動を行う。

総務課男女共同参
画推進室

新規
市内4小学校にて「人権の花運動」を実施す
る。人権の花を育てることにより命の大切さを
学び、人権意識の高揚を図る。

Ａ

市内小学校5校（木部小学校、三国北小学校、
長畝小学校、春江東小学校、東十郷小学校）の
児童１０７名を対象に、人権擁護委員と花苗の
植え付け作業を実施し、思いやりの心や命の大
切さを学んでもらった。

人権の花運動実施校の担当教諭に対し、
アンケートを実施したところ、すべての小
学校担当教諭からは、児童の人権問題に
ついての関心や理解が「とても深まった」
「おおむね深まった」と回答があり、「思い
やりの心、人や動植物、物を大切に思う
心」「協力・感謝することの大切さ」を学ぶ
場になったとの回答もあったことから、当
運動により人権尊重意識の啓発効果が
あったと考えられる。
来年度は、引き続き新型コロナウイルス感
染症予防に配慮し、人権擁護委員と協力
して進めていく。

市内４小学校にて「人権の花運動」を実施。人権
の花を育てることにより命の大切さを学び、人権
意識の高揚を図る。
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37
母子(親子)健康手
帳の交付

母子（親子）健康手帳の交付を行い母
子の健康管理に役立てる。また、交付
と同時に妊婦相談を実施する。

健康増進課 継続

引き続き、全妊婦に対して妊娠・出産・子育て
期にわたり、安心して過ごせるよう丁寧な個別
面談に努め、要支援者には妊娠早期から切
れ目ない支援を実施する。

Ａ 交付数：556件

母子健康手帳交付時に、母子健康手帳や
母子保健のしおりの使用方法、相談窓口
である子育て世代包括支援センターや母
子手帳アプリの周知、母子保健事業の説
明を行った。
また、妊婦や家族の状況を把握するた
め、丁寧な聞き取りを実施し、支援が必要
な方には妊娠期から電話や訪問等を実施
し、妊娠・出産・子育て期にわたり安心して
過ごせるよう支援を継続した。

引き続き、全妊婦に対して妊娠・出産・子育て期
にわたり、安心して過ごせるよう丁寧な個別面談
に努め、要支援者には妊娠早期から切れ目ない
支援を実施する。

38
母子保健推進員に
よる母子の健康づく
り推進

母子の健康増進を図り、健康で明るい
家庭づくりを推進する。

健康増進課 継続 母子保健推進員活動の充実を図る。 Ｂ 委嘱数：45人

母子保健推進員には、各種母子保健事業
において計測や記録の協力、母親への声
掛け等を行ってもらっている。また、自主
活動として、健診会場で参加者に渡す小
物作りや手づくりおもちゃを用いた園訪問
等を行った。今後も活動を充実させるため
に、推進員数の増員を図る事が課題であ
る。

食生活改善推進員等地域で健康づくりを行う他
団体とも連携しながら、母子保健推進員活動の
充実を図る。

39 妊婦健診の助成
妊娠期の健康管理のため、全妊婦に医
療機関での健診受診費用について助
成する。

健康増進課 継続

引き続き、全妊婦に対して14回の妊婦健診の
助成を実施し、妊婦が安心して妊娠・出産が
できるよう支援する。またそれに加えて、産後
1か月の産婦健診と新生児聴覚検査費用の助
成も実施する。

Ａ
妊婦健診助成件数：延べ7,065件
産婦健診助成件数：574件
新生児聴覚検査助成件数：577件

妊娠届出時に全妊婦に対し、一人14枚の
妊婦健診受診券と産婦健診受診券を交付
し、また、新生児聴覚検査受診券を交付し
ており、妊娠期から産後まで安全に安心し
て過ごせるよう助成を実施している。

引き続き、14回の妊婦健診と産婦健診の助成を
実施し、妊産婦が安心して妊娠・出産ができるよ
う支援する。また、早期に児の聴覚障害を発見
する為に引き続き新生児聴覚検査の助成を実
施する。

40
特定不妊治療費の
助成

特定不妊治療に要する経済的負担を
軽減することで不妊に悩む夫婦の妊
娠・出産を支援する。

健康増進課 継続
引き続き、不妊に悩む夫婦の経済的負担を軽
減する為に治療費の助成を実施する。 Ａ 助成件数：延べ126件

不妊に悩む夫婦に対し、特定不妊治療に
要する費用の助成を実施することで、経済
的負担を軽減し、妊娠・出産を支援してい
る。

令和4年4月から診療報酬の改正により不妊治
療費が保険適用になったことで、助成内容を見
直し、引き続き不妊に悩む夫婦の経済的負担を
軽減すると共に子どもをもちたい夫婦を支援す
る。

41
里帰り出産に対する
妊婦乳児健診の助
成

里帰り出産に対し、県外医療機関での
妊婦健診及び1か月児健診費用の助成
を実施する。

健康増進課 継続

引き続き、里帰り出産に対し、県外受診の妊
婦健診及び1か月児健診費用の助成を実施
する。またそれに加えて、産後1か月の産婦健
診と新生児聴覚検査費用の助成も実施する。

Ａ

妊婦健診助成件数：延べ136件
産婦健診助成件数：16件
1か月児健診助成件数：21件
新生児聴覚検査助成件数：13件

里帰り出産に対し、県外受診の妊産婦健
診及び1か月児健診、新生児聴覚検査費
用の助成を実施することで、里帰り先にお
いても安心して妊娠・出産できるよう支援
している。

引き続き、里帰り出産に対し、県外受診の妊産
婦健診及び1か月児健診、新生児聴覚検査費用
の助成を実施する。

42 乳幼児健診

総合的な健診を行い、疾病の早期発見
及び乳幼児の健全育成や保護者への
育児支援を図る。また子どもにとって適
切な生活習慣を確立できるよう、知識
の普及に努める。

健康増進課 継続

医療機関及び集団健診において、引き続き総
合的な健診を行い、児の発育・発達や保護者
の育児状況等を確認し、必要な者には継続的
に支援を実施していく。

Ａ

1か月児健診受診者数：596人（受診率98.3％）
4か月児健診受診者数：558人（受診率95.9％）
9か月児健診受診者数：501人（受診率89.5％）
1歳6か月児健診受診者数：602人（受診率
94.1％）
3歳児健診受診者数：655人（受診率95.2％）

月齢に応じて総合的な健診を行い、児の
発達や適切な生活習慣の確立、保護者の
育児不安等に助言している。必要時、精
密検査や発達相談につなげることで、疾
病の早期発見・早期治療にもつなげてい
る。

医療機関及び集団健診において、引き続き総合
的な健診を行い、児の発育・発達や保護者の育
児状況等を確認し、継続的に支援を実施してい
く。

43
乳幼児歯科保健事
業

保護者に対し、乳歯の頃からの虫歯予
防について知識の普及を図る。

健康増進課 継続
教室や幼児健診において、早期からの虫歯予
防の為の知識普及を図る。 Ａ

歯と離乳食の教室参加者数：91組
1歳6か月児健診受診者数：602人（受診率
94.1％）
3歳児健診受診者数：655人（受診率95.2％）

乳児期からの歯の健康について、歯科衛
生士による個別相談を実施し、虫歯予防
について知識普及を図った。また、幼児健
診においては、虫歯予防のリーフレットを
配布し、希望者には個別相談を実施した。

各種教室や幼児健診において、早期からの虫
歯予防の為の知識普及を図る。

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】
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44 ５～６か月育児相談

離乳食の開始時期に合わせて実施し、
乳児の成長発達を確認する。また、ア
ンケートを実施し子育てについての不
安解消に役立てる。

健康増進課 継続
引き続き、児の成長発達の確認を行い、離乳
食や子育てについての相談を実施し、保護者
の不安解消に努める。

Ａ 参加者数：500組（参加率91％）

離乳食開始時期である5～6か月時に相
談会を実施することで、離乳食をスムーズ
に開始することができ、児の成長発達につ
いても確認できた。アンケートをもとに子育
て全般について相談にのり、保護者の育
児不安に対して早期に解消できるよう努
めた。

引き続き、児の成長発達の確認を行い、離乳食
や子育てについての相談を実施し、保護者の不
安解消に努める。

45
発達相談(ひまわり
相談)

子どもの言葉遅れや情緒面での発達
の不安等に対して小児科医等、専門ス
タッフが個別及び小集団教室において
相談を受け、かかわり方について助言
を行い、必要時は専門機関へつなげ
る。

健康増進課 継続

引き続き、発達に気がかりさがある児に対し
て、相談場所の周知や相談しやすい体制つく
りに努める。
また、母子保健と子育て世代包括支援セン
ター、関係機関との連携を密にし、情報共有
やその後の支援について検討できる体制つく
りに努める。

Ａ
個別相談件数：延べ149件
集団教室件数：延べ18件
委託相談件数：延べ67件

専門スタッフが個別及び集団の中での児
の様子を観察し、保護者の不安に寄り添
いながら関わり方のアドバイスを行い、継
続的に発達確認を行っている。
また、必要時には専門機関を紹介し、早
期療育につなぐよう取り組んでいる。ま
た、子育て世代包括支援センターを紹介
し、発達に関しての不安等があればいつ
でも相談できる体制も整えている。

発達に気がかりさがある児に対しては、ひまわり
相談にて専門スタッフが保護者の不安に寄り添
いながら、関わり方について助言を行う。
また、相談場所である子育て世代包括支援セン
ターの周知や相談しやすい体制づくりに努める。
また、母子保健と子育て世代包括支援セン
ター、関係機関との連携を密にし、情報共有や
その後の支援について検討できる体制つくりに
努める。

46 予防接種の充実
感染症の予防及び蔓延を防ぐため予
防接種法に基づき実施する。

健康増進課 継続

引き続き接種勧奨を行い、接種率の向上を図
る。
予防接種法の改正等に係る周知を予防接種
手帳やリーフレットで迅速に周知していく。

Ａ

出生時や転入時、赤ちゃん訪問時や各教室・健
診時に説明・相談を行った。未接種状況を把握
し、幼児健診時や未接種者への勧奨ハガキで
接種を勧奨した。坂井地区以外での接種もでき
るよう福井県内広域的接種の契約を実施してい
る。里帰り出産等で県外医療機関で接種した場
合は、予防接種費用の償還払いをしている。

接種勧奨の実施や、坂井地区以外での接
種できる環境整備により、接種しやすく、
高接種率につながっている。

引き続き接種勧奨を行い、接種率の向上を図
る。
予防接種法の改正等に係る周知を広報やホー
ムページで迅速に周知していく。
個別通知に接種方法などを記載し、接種にかか
る疑問や不安の解消を行う。

47
任意予防接種の助
成

任意予防接種に対して助成すること
で、接種率を高め、感染症の予防及び
蔓延を防ぐ。

健康増進課 継続
予防接種の経費を助成し、費用の負担軽減を
行うことにより、接種率を高め、感染拡大及び
重症化の予防を図る。

Ａ

こどもインフルエンザ
　1歳～小学校就学前を対象に年度中に一人
　1回、2,000円の助成を実施した。
　　　2,105人(接種率54.0％）
おたふくかぜ
　1歳～小学校就学前を対象に一人1回、
　2,000円の助成を実施した。
　　　全接種者数570人
　　　　　　（接種率95.0％（厚労省算定方法））

定期予防接種以外で、罹患しやすく、また
罹患すると重症化する感染症について予
防接種の助成を行い、感染流行を予防し
ている。

予防接種の経費を助成し、費用の負担軽減を行
うことにより、接種率を高め、感染拡大及び重症
化の予防を図る。

保育課 継続 継続して定期的な健診・検査を実施する。 Ａ
内科健診　年2回　3,159人（延人数）
歯科検診　年1回　1,433人
尿検査　　 年1回　1,504人

定期的に各種健診・検査を実施し、園児
の疾病等の早期発見、予防に努めること
ができた。

継続して定期的な健診・検査を実施する。

学校教育課 継続

虫歯を早期発見をしても治療に行かない児童
がいるので、養護教諭を通してさらに治療促
進に努める。
また、健康や安全の保持増進を昨年同様図
る。

Ａ

児童生徒の多様化する心身の健康問題に適切
に対応し、集団教育としての学校教育活動に必
要な健康や安全への配慮を行うなど、児童生徒
等の健康の保持増進を図ることができた。

目と歯の健康プロジェクトにて虫歯の出来
やすい学年に年に２回の歯科検診を実施
することで、虫歯を早期発見することがで
きたが、早期に発見しても治療に行かない
児童がいる。

虫歯を早期発見をしても治療に行かない児童が
いるので、養護教諭を通してさらに治療促進に
努める。また、健康や安全の保持増進を昨年同
様に図る。

49 医療機能の充実
高度な診療や治療に対応できる医療機
器の導入及び更新を図る。

三国病院 継続

当院は、市内でも数少ない産婦人科、小児
科、人工透析を標榜していることから、これら
の診療に必要とする医療機器の整備に努め
る。
内視鏡ビデオシステムの更新、睡眠時無呼吸
症検査システムの導入を予定。

Ｂ
超音波画像診断装置、内視鏡システム、小型遺
伝子検査機器、全自動散薬分包機等を購入し
た。

必要な医療機器の整備により、市民が安
心して医療提供を受けられる環境の整備
を図ることができた。
次年度以降更新等を必要とする機器につ
いて、経費の削減、抑制を図りながら計画
的な整備に努めたい。

当院は、市内でも数少ない産婦人科、小児科、
人工透析を標榜していることから、これらの診療
に必要とする医療機器の整備に努める。
眼底カメラの更新、渦流浴機器の更新を予定。

48
児童生徒健康管理
事業

保育所（園）、幼稚園等や小中学校に
おいて、健康観察や健康診断等を通し
て、児童生徒の健康維持・増進に努め
る。
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［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】

１　子どもが笑顔で育つまち　－　（２）子どもと母親の健康を支える保健・医療・食育の充実　-　①保健・医療の充実　＜続き＞

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

50 緊急医療対策事業

地域内医療機関をはじめとする病院と
一般診療所の連携、消防との連絡体制
を強化しながら、夜間・休日等の救急時
の医療体制を確保する。

三国病院 拡充
二次救急医療病院として重要な社会インフラ
としての役割を担うため、対応可能な範囲に
おいて救急時の診療を行う。

Ｂ
救急件数
　ウォークイン　1,080件
　搬送　248件

中核病院として救急患者の受入れや分娩
への対応を通し地域貢献を図ることがで
きた。
今後も救命救急センターや高度医療機能
を有する福井市内の大病院、地域の開業
医と連携を強化し、円滑な救急受入れの
実現に向けて取り組みたい。

二次救急医療病院として重要な社会インフラとし
ての役割を担うため、対応可能な範囲において
救急時の診療を行う。

51
小児救急医療支援
事業

小児救急医療を担う機関に対し支援を
行うことで、小児救急医療体制の充実
を図る。

健康増進課 継続
病院群輪番制方式により、小児救急医療の休
日夜間の診療体制が確保されるよう、支援を
行う。

Ａ
小児救急医療に係る夜間の診療体制を整える
ことにより、小児重症救急患者の医療を確保す
ることができた。

小児医療の充実を図るためにも重要な事
業であることから、今後も継続していく必
要がある。

病院群輪番制方式により、小児救急医療の夜
間の診療体制が確保されるよう、支援を行う。

52 産後ケア事業

母親の身体的回復と心理的な安定を
促進するとともに、母自身がセルフケア
能力を育み、母子とその家族が健やか
な育児ができるよう支援するために産
後の母と子のケアを充実する。

健康増進課 新規
引き続き、妊娠期からの周知に努め、要支援
者には産後すぐに利用ができるような体制つく
りに努める。

Ａ
宿泊型：延べ21件
訪問型：延べ7件

産後早期に母親の精神的ケアと育児指導
や育児相談にのることで、母親とその家族
の健やかな育児支援ができた。

引き続き、妊娠期からの周知を図り、要支援者
には産後すぐに利用ができるような体制づくりに
努める。また、対象者を生後4か月までから生後
1年までに拡大して実施する。

１　子どもが笑顔で育つまち　－　（２）子どもと母親の健康を支える保健・医療・食育の充実　-　②食育の推進

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

健康増進課 継続

新型コロナウイルス感染拡大防止に配慮し、
食生活改善推進員による地域に根差した食
育活動を通し健康的な食習慣の普及や食育
推進を行う。
市内食育関係団体の連携を強化し、市全体で
食育推進できるよう努める。

Ｂ

幼児期からの良い食育事業　4回

食生活改善推進員による地域の保育園等・学
校・まちづくり協議会等で味噌づくりや季節の食
材を使った料理教室の開催　12回

五感を使った調理体験や地域の幼保園
等・学校・まちづくり協議会等からの依頼
による料理教室等の開催により、食育へ
の興味関心が深まった。
新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、料理教室を開催することが難しく開催
回数が減った。

幼児期からの良い食育事業および食生活改善
推進員による地域に根差した食育活動を通し健
康的な食習慣の普及や食育推進を行う。
市内食育関係団体の連携を強化し、市全体で
食育推進できるよう努める。

保育課 継続
今年度も引き続き、給食での地場産物の利用
の促進、園での食育活動、保護者への啓発を
実施する。

Ｂ

各園では、野菜収穫体験や年齢に合わせた食
育活動を日々の生活の中で随時行い、児の食
への興味関心を高めた。
給食に地場産食材を取り入れ、園への掲示物
や給食だよりで周知した。市栄養士が公立園と
一部私立園の５歳児に対して出前食育講座を開
催し、児自らが食と栄養への理解を深めること
ができるように努めた。

地場産食材の給食への活用は、地域や
園によって、使用可能な食材品目や量に
差がある。
出前食育講座では、児が食事と体の働き
について学び「自分で食を選ぶ力」をつけ
ていくことにつながった。

今年度も引き続き、給食での地場産物の利用の
促進、園での食育活動、保護者への啓発を実施
する。

農業振興課 継続 令和２年度の事業を継続して実施する。 Ａ

市内の小中学校に対して坂井市産コシヒカリ等
を提供し、ごはん給食の推進を図った。また、市
内の保育園に対しても、坂井市産コシヒカリを月
1回現物提供し、毎月18日の「お米の日」にごは
ん給食を実施することで、地元産ごはん食の啓
発を行った。

市内の小中学校すべての給食において、
坂井市産コシヒカリ等が使用され、また、
保育園児からも「もっと食べたい」との声が
上がっており、ごはん食に対する関心が
高まっている。

令和３年度の事業を継続して実施する。

学校教育課 継続

今年度も引き続き、味覚の授業（だしの授業）
を実施して、食育の推進を実施する。また、地
場産食材をふんだんに使用した献立を全小中
学校の学校給食で提供する。

Ａ

栄養教諭等による食に関する指導の充実に取り
組んだ。特に、市内小学5年生の全クラスにおい
て、味覚の授業（だしの授業）を実施した。
月１回程度地場産食材を取り入れた給食を提供
した。

生産量の減少や農作物の不足により、地
場産食材の使用に苦労した。安定供給や
価格の面で使用できる食材が限定され頭
打ちとなっている。

今年度も引き続き、味覚の授業（だしの授業）を
実施して、食育の推進を実施する。また、地場産
食材や伝統料理を献立に入れ、食への興味を
引き出す工夫をしていく。

53 食育活動事業

給食時間等の指導を通して子どもの健
康、心の健全育成を図る。また、子ども
がより身近に実感を持って地域の自
然、食文化、産業等についての理解を
深め、食べ物への感謝の気持ちを抱け
るよう、地場産物の利用拡大を図る。保
育所（園）においては菜園活動を実施
し、その収穫や調理を通して食に対す
る興味を育てる。保護者に対しても食
育の大切さを啓発する。
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［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（１）家庭における子育て力の向上　-　①親育ちへの支援

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

54
パパママレッスン
（両親学級）

妊婦とその家族を対象として、妊娠中
及び出産後の健康管理・育児について
学ぶ場や、妊婦同士・父親同士が交流
を持つ場とする。

健康増進課 継続
引き続き、妊婦が安心して妊娠・出産・子育て
ができる為の知識の普及や父親の育児参加
を勧める為の教室を実施する。

Ａ 参加者数：延べ106人

Aコースでは、助産師と栄養士による妊
娠・出産・産後の健康管理や栄養につい
て知識普及を図った。Bコースでは、男性
講師による育児体験や父親目線の育児
サポートについて話をし、夫婦で育児をす
ることの大切さを伝えた。また、ホーム
ページ上でも教室の動画を配信している。

Bコースについては、回数を3回から5回に増やし
て実施し、妊婦とその家族が安心して妊娠・出
産・子育てができるための知識の普及や父親の
育児参加を勧める。

55
妊婦・新生児・乳幼
児等訪問指導

妊婦・新生児・乳幼児等については早
期支援が必要な者等を訪問する。産
婦・乳児については生後４か月までに
連絡を取り家庭訪問を実施し、対象者
の健康管理、子育て支援を行う。

健康増進課 継続
より早期訪問が必要な者には早めに訪問し、
家庭状況の確認や母親の心身状態の確認、
育児指導等を実施する。

Ａ
赤ちゃん訪問件数：557件（94.9％）
養育支援訪問件数：40件

家庭訪問を実施し、児の成長発達や母の
心身状態の確認、育児不安等について相
談にのり、必要な知識の普及、情報提供
を行った。

妊娠期から支援が必要な場合には妊娠期から
訪問を実施し、産後も早期に家庭訪問を実施
し、家庭状況の確認や母親の心身状態の確認、
育児指導等を実施する。

56 離乳食相談
乳児期の食の特徴や大切さを伝え、離
乳食を進めていく中で保護者の不安解
消ができるよう助言等を行う。

健康増進課 継続
引き続き月齢に応じた教室を通して情報提供
および支援を行い、保護者の不安軽減に努め
る。

Ａ
育児相談での離乳食前期相談：500組
歯と離乳食の相談会での離乳食後期相談：43組

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、離乳食試食の提供をしておらず、視覚
や味覚で離乳食の特徴を伝えたり、赤
ちゃんへ食べ方を確認したりすることがで
きていない。離乳食を進める上で相談の
多い内容を中心に相談指導を行ってい
る。

離乳食でつまづきやすい時期を踏まえ、集団や
教室を通して相談指導を行い、保護者の不安軽
減に努める。
離乳食レシピや講座資料、食べさせ方などを動
画配信し、正しい知識の普及や不安軽減を行
う。

57
栄養相談・栄養指導
の実施

子どもの成長や将来の生活習慣病予
防の観点から、乳児期の栄養指導を保
護者も含めて各種保健事業やイベント
で実施し、あわせて電話相談も行う。

健康増進課 継続
引き続き保健事業と併せて実施し、保護者の
不安軽減に努める。 Ｂ

保健事業と併せて実施した。
妊婦栄養教室（パパママレッスン）28人
１歳６か月児栄養相談　　　206人
３歳児栄養相談　　　　　　 152人
子育て支援センター相談　   46人
個別相談（電話相談等）　     29人

１歳６か月児や３歳児栄養相談は、個別
対応で対象者に合わせた指導を行った。
また離乳食や幼児食についての知識の普
及、情報提供を行い母親の不安軽減に努
めた。

引き続き保健事業と併せて実施し、保護者の不
安軽減に努める。

58
心の家庭教育支援
事業

元保育士や元教員等、地域の子育て
経験者による「坂井市家庭教育支援
チーム」で、児童や保護者相談会の開
催、子育て情報に関する広報誌の発行
等を行い、家庭教育力の向上を図る。
また、支援員のスキルアップとして、専
門講師による家庭教育に関する相談対
応の研修会を行う。

生涯学習スポーツ課 継続

市内小学校の昼休み時間に子ども相談室を
行い、児童の些細な変化を把握するよう努め
る。また、支援員の研修を行い、保護者相談
対応のスキルアップを図る。

Ｂ

小学校を昼休みに訪問する「子ども相談室」は、
延べ開催数は前年度の2割増となった。就学時
健診や保護者会時に「保護者相談会」を行い、
保護者の不安・悩みに寄り添いアドバイスするこ
とができた。また、学校と協議し、固定したチー
ム員の配置を行うことで継続的な支援を行うこと
ができた地区もあった。

子ども相談室で気づいた点を学校と共有
する際、忙しい学校現場とどのように連携
するかが課題である。
また、相談の場に出向く保護者が少ない
ため、支援員側から機会を捉えることが必
要であり、今後も保護者会など保護者の
集まる場所へ出向いての相談活動や周知
に力を入れていきたい。

新型コロナウィルス感染症への対応をしながら、
子ども相談室の定期的な開催と保護者相談を
開催する。また、支援員の研修を行い、保護者
相談や子ども相談室への対応のスキルアップを
図る。広報誌の作成やホームページへの掲載な
ど、活動の積極的な周知に努める。

子ども福祉課 継続
新型コロナウイルス感染症防止対策を実施し
ながら、引き続き育児講座を開催し、保護者
の育児不安を解消できるよう努める。

Ｂ

地域子育て支援拠点施設（6か所）で実施した。
　公立　三国・丸岡・坂井子育て支援センター
　民間　ハーツきっずはるえ
　　　　 　もみじアソビーノサロン
　　　　　 キッズハウスゆり
　講演会等　570回、6,540人

地域子育て支援拠点施設では、昨年度と
同様に全施設で実施したが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止対策として人数
制限を徹底したため、参加者数が減少し
た。

引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策を実施しながら育児講座を開催し、保護者
の育児不安を解消できるよう努める。

保育課 継続
コロナ禍の状況を見ながら、育児講座を開催
し、保護者の育児不安を解消できるよう極力
努める。

Ｃ
【保育所（園）】
　33園中　1園で実施あり
　実施回数　1回　参加人数　20名

保育園においては、コロナウイルス感染
拡大の影響でほとんど実施できなかった
が、ニーズに応じて実施した園もあった。

引き続きコロナ禍の状況を見ながら、育児講座
の開催となるため、状況を見つつ育児講座を開
催する。

60 思春期教室
小中学生を対象に、性教育や命の大切
さについて学習する機会とする。

健康増進課 継続

引き続き、市内の中学校において思春期教室
の希望を募り、身体的・精神的に変化の著し
い思春期を迎える中学生に対して生命の大切
さ等を伝える。

Ｂ
3校希望し、6回実施
参加者数：1,349人

例年どおり市内5か所の中学校に希望を
募って実施した。受講した中学生は産婦
人科医や助産師等から性教育や生命の
大切さ等について学ぶことができた。

引き続き、市内の中学校において思春期教室の
希望を募り、身体的・精神的に変化の著しい思
春期を迎える中学生に対して生命の大切さ等を
伝える。

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】

59 育児講座の開催

子育て支援センターや各保育所（園）等
において、保護者や地域の人たちの参
加のもと、育児不安感を解消するため
に子育てに関する研修を行う。
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［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（１）家庭における子育て力の向上　-　①親育ちへの支援　＜続き＞

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

61
男女共同参画啓発
事業

固定的な性別役割分担を見直し、家事
や育児等あらゆる面で男女の共同参加
が進むように、幼少期から大人まで出
前講座等を通して意識啓発に努める。

総務課男女共同参
画推進室

継続

学童期から男女共同参画の意識を育むことが
できるよう、新型コロナウィルス感染症対策を
行いつつ計画的に出前講座等を実施してい
く。
また、様々なイベントの機会をとらえて、啓発
活動に取り組む。

Ｂ

・市内施設での街頭啓発を1回、市内コミュニティ
センターでのパネル展を4回実施した。
・11月23日にユリーム春江にて「ゆりの里DEか
ぞくデイ」を実施した。
・父親の家事・育児への参画機会として「パパと
いっしょにおべんと塾」を全３回実施した。

街頭啓発等では幅広い層に男女共同参
画の啓発を行うことができた。
また「ゆりの里ＤＥかぞくデイ」では男女が
互いに協力し、家事・育児に参加すること
の必要性を実感し、また「パパといっしょに
おべんと塾」では男女共に家庭を支える意
識醸成を図ることができた。今後も引き続
き、地域等と協力し男女共同参画を啓発
を行う。

学童期から男女共同参画の意識を育むことがで
きるよう、新型コロナウィルス感染症対策を行い
つつ計画的に出前講座等を実施していく。また、
様々なイベントの機会をとらえて、啓発活動に取
り組む。

62
父親の子育て推進
事業

父親がより積極的に子育てにかかわる
よう、啓発のためのパンフレット・小冊
子を配布し、意識の向上を図る。

健康増進課 継続
父親も積極的に育児に参加できるような内容
の教室の開催やパンフレット等の配布を実施
していく。

Ａ
母子健康手帳の交付数：556件
パパママレッスンBコース参加者のうち父親参加
率：87.8％

妊娠届出時やパパママレッスン参加時に
父親の子育てに関するパンフレット等を配
布し、父親も積極的に育児に参加できるよ
う意識向上に努めた。
また、パパママレッスンBコースは、男性講
師による育児体験や父親視点での育児サ
ポートについての内容で実施し、父親の参
加率も高い傾向にある。

引き続き、父親も積極的に育児に参加できるよ
うな内容の教室の開催やパンフレット等の配布
を実施していく。

63
坂井市地域子育て
世代交流活動事業

地域の親子及び３世代間交流活動を通
して、子どもが健やかに育つことを目的
とする自主的団体の活動を支援する。

子ども福祉課 継続

引き続き、地域の親子及び世代間交流、児童
養育に関する活動、児童の事故防止活動な
ど、子どもが健やかに育つことを支援する自
主的団体の活動に補助する。

Ｅ 補助件数　0件

H30年度までは母親クラブや児童クラブへ
の補助実績があったが、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大による影響を受け地域
の子育て環境が変わってしまっており、補
助を希望する団体がいなかった。3年間継
続して成果がなかったため、R3年度をもっ
て補助事業を廃止した。

64
子育てサークルへ
の支援

子育てをする親同士が、お互いに助け
合うことができる子育てサークルの活
動を多面的に支援する。

子ども福祉課 継続
引き続き子育てサークルの活動を多面的に支
援し、楽しく子育てできる環境を整える。 Ａ

子育てサークルへの活動支援　1件
　さかいママ＆キッズクラブ
　　（年8日間活動、参加人数延べ244人）

坂井子育て支援センターにて、「さかいマ
マ＆キッズクラブ」が行うイベント（親子で
作って遊ぼう、フリーマーケット等）に対し、
支援を行った。活動日数・参加人数とも前
年度を上回った。

子育てをする親同士が助け合い、楽しく子育て
できる環境を維持するため、引き続きサークル
活動を支援する。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（１）家庭における子育て力の向上　-　②相談体制の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

65
ひとり親家庭等に対
する自立支援事業

母子・父子自立支援員を配置して、ひと
り親家庭が抱える様々な相談に応じる
とともに、自立できるための支援を行
う。

子ども福祉課 継続
母子父子自立支援員、福祉総合相談室と連
携しながら、様々な問題に対処し、自立支援を
行う。

Ａ 相談件数　延べ　297件

前年度に比べ、相談件数が増加した。ひ
とり親家庭が抱えるさまざまな相談に応じ
るとともに、自立に向けての支援を行っ
た。

母子父子自立支援員・福祉総合相談室と連携し
ながら、さまざまな問題に対処し、自立支援を行
う。

66
子どもと女性に対す
る相談事業

家庭相談員と女性相談員を配置して情
報を共有しながら、児童虐待やＤＶ被害
等の様々な相談に対応する。

子ども福祉課 継続
家庭相談員、ひとり親自立支援員、女性相談
員、関係機関と情報を共有しながら包括的な
支援を行う。

Ａ
女性相談延べ件数　 399件
　（うちDV相談182件）
児童相談件数　79件

前年度に比べ、DV相談、児童相談件数が
増加した。
家庭相談員と女性相談員が情報共有する
ことで迅速な相談対応ができた。
また、庁内関係課との連携による支援が
できた。

引き続き、家庭相談員、ひとり親自立支援員、女
性相談員、その他関係機関と情報を共有しなが
ら、包括的な支援を行う。

67
子育てほっとメール
＆電話相談事業

妊娠・出産・育児の悩みに対する相談
に対応する。

健康増進課 継続
引き続き、妊娠・出産・子育て等の不安に対し
て、メールや電話等において、対応していく。 Ａ

メール相談件数：延べ47件
電話相談件数：延べ143件

子育て世代包括支援センターにおいて、
メールや電話にて各種相談に応じている。
また、関わりの中で継続的な支援が必要
な方については、直接面接ができるよう働
きかけている。

引き続き、妊娠・出産・子育て等の不安に対し
て、メールや電話等において対応し、関係機関と
連携しながら支援を継続していく。
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［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（１）家庭における子育て力の向上　-　②相談体制の充実　＜続き＞

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

68
＃8000子ども救急
医療電話相談

休日・夜間の急な子どもの病気にどう
対処したらよいのか、病院の診療を受
けたほうがいいのかなど判断に迷った
時に、看護師が電話相談を行う。

健康増進課 継続

県が行っている夜間休日の子ども救急医療電
話相談事業について、家庭訪問や育児相談
等の機会にパンフレットを配布し周知ていくこ
とで、安心して子育てができるよう支援してい
く。

Ａ
県が行っている夜間休日の子ども救急医療電
話相談事業について、赤ちゃん訪問時にパンフ
レットを配布し周知に努めた。

夜間休日における子どもの急病時に、どう
対処したらよいかを電話相談できることを
周知し、安心して子育てができるよう支援
を行った。

引き続き、県が行っている夜間休日の子ども救
急医療電話相談事業について、赤ちゃん訪問時
にパンフレットを配布し周知していくことで、安心
して子育てができるよう支援していく。

健康増進課 拡充

妊娠期から子育て期にわたり、包括的なサー
ビスを切れ目なく提供する為のマネジメントを
実施する。妊娠届出時からの実情の把握、各
種相談に応じ必要な情報を提供・助言、支援
プラン策定、関係機関と連携を行う。

Ａ

支援プラン作成数
　妊婦：225件　産婦：23件　乳幼児：7件

医療機関との情報連携
　気がかり妊婦・親子連絡票：受信46件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発信5件
　未熟児連絡票：受信22件

妊娠届出時の個別面接で丁寧に聞き取り
を実施し、特に支援が必要な方について
は支援プランを作成し、妊娠中から電話や
訪問等において支援を開始し、関係機関
と連携しながら切れ目ない支援を実施して
いる。

引き続き、妊娠期から子育て期にわたり、包括
的なサービスを切れ目なく提供する為のマネジ
メントを実施する。妊娠届出時からの実情の把
握、各種相談に応じ必要な情報を提供・助言、
支援プラン策定、関係機関と連携を行う。

子ども福祉課 拡充
引き続き、健康増進課との連携により利用者
支援事業を行い、妊娠・出産・子育てに関する
各種の相談に対応する。

Ａ
利用者支援専門員の配置　2名
相談件数　543件

支援専門員2名を配置し、育児や子供の
発達、学校関係、家族関係等の各種相談
に対応し、利用者に適切な支援サービス
の提供・利便性を図った。また、健康増進
課をはじめ、関係機関との連絡調整を実
施した。

引き続き、健康増進課との連携により利用者支
援事業を行い、妊娠・出産・子育てに関する各種
相談に対応する。

70
子ども家庭総合支
援拠点の設置

支援拠点に専門職員を配置し、子ども
と家庭、妊産婦等を対象に、福祉に関
し必要な包括的・継続的な支援を行う。

子ども福祉課 拡充

子ども家庭総合支援拠点を設置するとともに
システム導入を行い、関係機関との情報共有
を図る。
また、専門職員を課内に配置し、相談員との
連絡調整を行いながら、妊娠期から子育て期
までの切れ目ない支援を目指す。

Ａ
子ども家庭総合支援拠点の設置有無
　R3.4月設置

家庭相談員や女性相談員など必要な専
門の相談員を課内に配置し、子ども家庭
総合支援拠点を設置した。
体制が整ったことで、子育て世代包括支
援センターとの横断的連携によって一体
的な支援が可能となった。

導入した相談システムを本格的に運用し、関係
機関との情報共有の効率化を図る。
専門職員の課内に配置により、相談員との連絡
調整をより活発化させ、妊娠期から子育て期ま
での切れ目ない支援を目指す。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（１）家庭における子育て力の向上　-　③情報提供体制の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

健康増進課 継続
引き続き、妊娠届出時や母子保健事業時に
子育てアプリのちらしを配布し、広く周知して
いく。

Ｂ
妊娠届出時や出生届出時、5～6か月児育児相
談時、幼児健診時に、子育てアプリのちらしを配
布し、周知を図った。

今後も周知し、広く活用してもらうようア
ピールしていく必要がある。

引き続き、妊娠届出時や母子保健事業時に子
育てアプリのちらしを配布し、広く周知していく。

子ども福祉課 追加

Ｒ2年度に導入した子育て支援アプリ「すくすく
坂井っ子」の管理運用を行い、子どもをもつ保
護者へ情報提供を行うとともに、アプリ登録者
へ特典を付与することで、利用者の利便性を
図る。

Ａ

子育て支援アプリ「すくすく坂井っ子」の管理運
用
　累計ユーザー数　917人
地域行政ポイントの付与
　累計付与数　77人（500ポイント1回限り）

妊娠から出産・子育てをサポートするアプ
リ「すくすく坂井っ子」の管理運用を行い、
子どもをもつ保護者への情報提供を行っ
た。
また、アプリ登録者に対する特典として、
希望者に対し地域行政ポイントの付与（引
換券の送付）を行った。

引き続き、子育て支援アプリ「すくすく坂井っ子」
の管理運用を行い、子どもをもつ保護者へ情報
提供を行うとともに、アプリ登録者へ特典を付与
することで、利用者の利便性を図る。

保育課 継続
保育業務支援システムの機能拡充により、業
務負担の軽減及び保護者との連携強化を図
る。

Ａ
公立園にてICTシステム用タブレット端末を105
台増設した。2施設において無線LAN環境の改
善を実施した。

公立園でのICT環境整備は本年度で完了
した。保育士の学習会で、ICTシステムの
活用について定期的に研修を行った。

公立園において引き続き保育士の学習会での
ICTシステム利活用の研究を行っていく。保護者
への情報交換等は、モデル園での実証を開始
する。

71 情報発信の推進
ＩＣＴを活用して子育て世帯への情報発
信や保護者や関係者との情報交換等
を推進する。

69
子育て世代包括支
援センターの充実

妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、妊
娠・出産・子育てに関する各種の相談
に応じ、支援プランの策定や、地域の
保健医療又は福祉に関する機関との
連絡調整を行う。
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［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（２）子育てと仕事の両立支援　-　①働き方の見直し・啓発

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

72
育児・介護休業制度
の周知啓発

福井労働局・県等が発行する制度周知
のためのリーフレット等の窓口設置、制
度改正等の広報掲載、問い合わせ等
への対応による周知をする。

商工労政課 継続 引き続き情報提供を行う。 Ｂ
福井労働局、県などが発行する制度周知のため
のリーフレット等を商工労政課横のパンフレット
スタンドに設置し周知した。

庁内の配架先が限られている上、来庁者
がリーフレットを手に取ることは少ない。

引き続き情報提供を行う。

73
ワーク・ライフ・バラ
ンスの促進

仕事と仕事以外の子育てや介護、地域
活動等をバランスよく調和させて暮らす
ことができるよう、社会全体で働き方や
家庭生活を見直すための意識啓発を
行う。また、企業に向けても、父親が育
児休業を取得しやすい職場風土作りへ
の取り組みを推進する。

総務課男女共同参
画推進室

継続

イクボス宣言企業における女性活躍や働き方
改革の取り組みを後押しする事業を継続して
実施していくとともに、男性も育児に参加しや
すい環境づくりを進めていけるよう、様々な制
度やサービス等について周知・情報提供して
いく。

Ｂ

働き方改革と従業員のワーク・ライフ・バランスを
推進する「イクボス宣言企業」が、令和3年度は2
社加わった。8月19日には事業の振り返りと先進
事例の紹介を目的とした「イクボスデー」を開催
し、講演会やトークセッションなどを行った。

継続してイクボス宣言企業の普及、推進
に努めていく必要がある。

イクボス宣言企業における女性活躍や働き方改
革の取り組みを後押しする事業を継続して実施
していくとともに、男性も育児に参加しやすい環
境づくりを進めていけるよう、様々な制度やサー
ビス等について周知・情報提供していく。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（２）子育てと仕事の両立支援　-　②雇用の促進・就労の支援

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

74
職業訓練の周知・紹
介

県等が実施している能力開発講座の
リーフレット等の窓口設置、問い合わせ
等への対応による周知をする。

商工労政課 継続 引き続き情報提供を行う。 Ｂ
職業訓練のための能力開発講座のリーフレット
等を商工労政課横のパンフレットスタンドに設置
し周知した。

庁内の配架先が限られている上、来庁者
がリーフレットを手に取ることは少ない。

引き続き情報提供を行う。

75
男女共同参画に配
慮した雇用に関する
啓発活動の推進

男女雇用機会均等法に基づく制度に関
するリーフレット等の窓口設置、制度改
正等の広報掲載、問い合わせ等への
対応による周知をする。

商工労政課 継続 引き続き情報提供を行う。 Ｂ
男女雇用機会均等法に基づく制度に関するリー
フレット等を商工労政課横のパンフレットスタンド
に設置し周知した。

庁内の配架先が限られている上、来庁者
がリーフレットを手に取ることは少ない。

引き続き情報提供を行う。

76 求人情報の提供
ハローワークが毎週発行する求人情報
を本庁ロビーや支所窓口等に掲示し、
情報提供する。

商工労政課 継続 引き続き情報提供を行う。 Ａ
毎月定期的にハローワークより送付される求人
情報を市役所アトリウム、商工労政課横のパン
フレットスタンドに設置した。

毎月定期的にハローワークより送付され
る求人情報を市役所アトリウム、商工労政
課横のパンフレットスタンドに設置した。

引き続き情報提供を行う。

77
産休・育休明けの円
滑な就労・再就職へ
の支援

妊娠中・育休中から、職場復帰や求職
活動の目処がつけられるよう、前年度
中に保育所入所手続きを実施する。

保育課 継続
継続して妊娠中・育休中から、保育園入園希
望の前年度から入所申込みの受付を実施す
る。

Ａ

公立16園、私立17園の入所申込み受付におい
て、妊娠中・育休復帰予定の保護者の保育園入
所手続を実施した。
　市内園新規入所申込実績
　　0歳児 372名、1歳児 190名、2歳児 89名、
　　3歳児 54名、4歳児 13名、5歳児 11名

前年度中に保育所入所手続きを実施し、
育休明け職場復帰や求職活動を始める
際に、安心して子どもを預けられる環境を
作ることができた。

継続して妊娠中・育休中から、保育園入園希望
の前年度から入所申込みの受付を実施する。

福祉総務課福祉総
合相談室

新規

労働局・ハローワークと坂井市（所管：福祉総
合相談室）との協定等に基づく連携を基盤に、
関係機関による包括的な就労支援体制を整
備し、児童扶養手当受給者等を対象に、就労
による自立支援を図る。

Ｃ

福井公共職業安定所および三国公共職業安定
所との締結に基づき、ハローワークと本市が一
体となった児童扶養手当受給者等への就労支
援を行うことができた。

子ども福祉課が所管する児童扶養手当受
給者への就労支援と福祉総合相談室が
所管する生活困窮者への就労支援につ
いては、対象領域が重なる部分も多いた
め、より緊密な連携が必要と思われる。

引き続き、福井公共職業安定所および三国公共
職業安定所との締結に基づき、ハローワークと
の連携により当該事業を実施するが、本市にお
いても、子ども福祉課と福祉総合相談室が緊密
な連携を図り、より実効的な就労支援を実施す
る。

子ども福祉課 新規
引き続き関係機関と連携して就労支援体制を
維持し、児童扶養手当受給者等への就労支
援を行い、就労件数を増加させる。

Ａ

児童扶養手当受給者数に対して、就労相談に
応じた。
　相談件数　6件
　相談結果
　　ハローワークを通して就労した件数　2件
　　その他関係機関を通しての就労件数　1件
　　未就労件数　3件

児童扶養手当受給者に対し、就労の相談
を受け、ハローワークと連携して、2名の就
労につなげた。

引き続き関係機関と連携して就労支援体制を維
持し、児童扶養手当受給者への就労支援を行
い、就労件数を増加させる。

79
坂井市企業キャリア
支援事業補助金

坂井市内の企業において、非正規雇用
労働者を正規雇用し転換した場合や育
児休業取得者を原職等に復帰させた事
業者に対して支援する。

商工労政課 新規
例年作成している中小企業者向けパンフレッ
トの配架先を拡大し、制度周知に努める。 Ｂ

正規雇用転換　6名（補助額：1,200,000円）
育児休業者現職復帰　1名（補助額：100,000円）

育児休業取得者の代替要員確保での補
助制度利用が少ないため、制度の周知を
引き続き行っていく必要がある。

引き続き情報提供を行う。

78
就労支援事業（生活
保護受給者等就労
自立促進事業）

労働局・ハローワークと坂井市（所管：
福祉総合相談室）との協定等に基づく
連携を基盤に、ワンストップ型の就労支
援体制を整備し、児童扶養手当受給者
等を対象に、就労による自立支援を図
る。

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】

- 12 - シート名 2-（2）



［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（３）特別な支援を必要とする家庭への対応体制の整備　-　①専門的支援の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

80
ひとり親家庭の自立
支援教育訓練給付
金事業

雇用保険法による教育訓練給付を受
給できないひとり親家庭の親が、指定
教育訓練を受講し、修了した場合に、
経費の一部を支給する。

子ども福祉課 継続
日頃の窓口業務や、ひとり親相談、児童扶養
手当の更新の際などに制度の周知を図る。 Ｄ 給付人数　0名

申請がなかったため、周知方法の見直し
が必要である。

窓口業務やひとり親相談、児童扶養手当更新の
際などで制度の周知を図る。

81
高等職業訓練促進
給付金等支給事業

経済的な自立を目指すひとり親に対し
て、専門的な資格取得のための修学期
間中における生活費を支援する。

子ども福祉課 継続
日頃の窓口業務や、ひとり親相談、児童扶養
手当の更新の際などに制度の周知を図る。 Ｂ

給付人数　1名
訓練促進給付金　846,000円
（70,500円×12月）

新規で申請のあった1名に対し、訓練促進
給付金を支給した。

窓口業務やひとり親相談、児童扶養手当更新の
際などで制度の周知を図る。

82
日常生活用具給付
事業

在宅の障がいのある子どもに対し、日
常生活が円滑に行われるよう、日常生
活用具の給付や貸与を実施する。

社会福祉課 継続
業者と連携しながら障がい児の日常生活活動
の補助し、福祉を増進に資するための援助を
継続する。

Ａ
令和３年度実績
・日常生活用具　１３２件
・小児慢性特定疾病児童等日常生活用具　２件

障がいのある子どもに対し、日常生活が
円滑に行われるよう、日常生活用具の給
付を適切に実施した。

業者と連携しながら障がい児の日常生活活動の
補助し、福祉を増進に資するための援助を継続
する。

83 補装具費支給事業

身体の失われた部分や障がいのある
部分を補って、日常生活や働くことを容
易にする用具の交付や、修理等を行
う。

社会福祉課 継続
障がい児が将来社会人として独立自活するた
めの素地を育成助長するため、適切な支給を
継続する。

Ａ
令和３年度実績
購入　３５件　　修理　８件

身体の失われた部分や障がいのある部
分を補って、日常生活や働くことを容易に
する用具の交付、修理等について適切に
実施した。

障がい児が将来社会人として独立自活するため
の素地を育成助長するため、適切な支給を継続
する。

84
特別支援教育就学
援助事業

小学校・中学校の特別支援学級に在籍
する児童・生徒の保護者の経済的負担
を軽減するため、学校必要経費の一部
を補助する。

学校教育課 継続
対象児童生徒の保護者に対し、家庭状況に
応じて経済的負担の軽減を図るため必要な援
助を行う。

Ａ
小・中学校の特別支援学級で学ぶ際の保護者
が負担する教育関係経費について、家庭の経
済状況等に応じて経済的負担の軽減を図った。

基準に基づき審査をおこない、対象経費
区分における限度額内で適正に支給す
る。

対象児童生徒の保護者に対し、家庭状況に応じ
て経済的負担の軽減を図るため必要な援助を
行う。

85
日中一時支援事業
(地域生活支援事
業)

日中、障がいのある子どもを一時的に
預かることにより、日中の活動の場を確
保し、家族の就労支援及び介護の一時
的軽減を図る。

社会福祉課 継続
障がい児童の受入れ先の確保について、放
課後等ディサービス事業とも情報交換しなが
ら確保に努める。

Ａ 令和３年度実績（3月末現在）：受給者数 13人

障がいのある子どもを一時的に預かるこ
とで、日中の活動の場を確保し、家族の就
労支援及び介護の一時的軽減を図った。
放課後等デイサービス等への移行や併給
する利用者もいる。

障がい児童の受入れ先の確保について、放課
後等デイサービス事業とも情報交換しながら確
保に努める。

86
相談支援事業(地域
生活支援事業）

障がいのある子ども、その保護者、介
護者等からの相談に応じ、福祉サービ
スの利用援助、必要な情報提供の支援
を行う。

社会福祉課 継続
障がい児相談の体制整備について、引き続き
総合支援協議会で協議する。 Ａ

坂井地区障害児者総合支援協議会で、障がい
児の相談体制の向上等について協議した。

障がい児サービスのニーズは年々増加し
ているが、対応する特定相談員が不足し
ている。適正でスムーズなサービス提供
のため、委託相談支援事業所と協力し、
相談支援を行った。

障がい児相談の体制整備について、引き続き総
合支援協議会で協議する。

87
特別支援学校通学
事業

坂井市内から特別支援学校に通学す
る児童生徒に対して通学バスを運行
し、就学支援を行う。

社会福祉課 継続
事業を継続し、児童数に応じて、対応してい
く。 Ａ

添乗員を配置したマイクロバス4台を運行してい
る。
　・あおぞら号
　　（福井・福大付属特別支援学校）　5名
　・ふれあい号
　　（福井・福大付属特別支援学校）　8名
　・銀河号（嶺北特別支援学校）　23名
　・増便車両（嶺北特別支援学校）　12名

新型コロナウイルス感染症の対策として
増便や車内清掃を行いながら、児童数や
ニーズに合わせて適切な運行に努めた。
通学バスの運行を学校設置者である県に
移行するという話が以前からあり、他市町
でも通学バス運行を県に移行していること
から、県との協議を重ね、年度末に通学
バス運行を県へ移行した。

福井大学附属特別支援学校の児童生徒は県営
通学バスの利用はできないため、福大附属特別
支援学校では現通学バス利用者が高等部を卒
業するまで学校独自の通学バスを運行をするこ
とになった。その運行費用の一部を補助し、児
童生徒の通学支援を行う。
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健康増進課 継続

引き続き、気になる子についての情報を関係
機関と共有し、支援方法等を検討する。また、
関係機関が集まってフォロー体制の構築に努
める。

Ａ

幼保園や教育委員会等と連携し、園長会や各
種相談会、幼児健診等にて気がかりな子の情報
を共有し、随時個別に支援方法等について検討
している。

発達相談会や幼児健診等で気がかりな子
がいた場合には、幼保園や関係機関と連
携し、関わり方や発達の確認を行い、フォ
ロー体制の構築に努めている。

引き続き、気になる子についての情報を関係機
関と共有し、支援方法等を検討する。また、関係
機関が集まってフォロー体制の構築に努める。

子ども福祉課 継続
関係機関と連携をとり、情報共有しながら支援
に努める。 Ａ

教育支援委員会出席回数　6回
保育園から報告を受けた気がかりな子（5歳児）
133人

前年度に比べ、気がかりな子の報告人数
が急増（50⇒133人）した。
連携の機会を持つことで、関係機関との
情報共有がしやすくなり、早期に対応する
ことができた。

引き続き関係機関と連携をとり、情報共有をしな
がら支援に努める。

学校教育課 継続
各関係機関と包括的に情報共有をし、児童虐
待をはじめとした要保護児童の早期発見、早
期対応のため支援体制の充実に努める。

Ａ

教育支援委員会で話し合いがもたれた園児、児
童について、園から小学校、小学校から中学校
と「個別の支援計画シート」を繋げることができ
た。他にはサマリーシートも使い、移行支援会議
で保護者とともに話し合いを積極的に行うことが
できた。

就学・進学してもきめ細かい支援が繋がる
よう移行支援会議を積極的に行うことがで
きた。

各関係機関と包括的に情報共有をし、児童虐待
をはじめとした要保護児童の早期発見、早期対
応のため支援体制の充実に努める。

社会福祉課 継続
児童部会と連携しながら支援体制の構築に向
けて推進していく。 Ｃ

坂井地区障害児者総合支援協議会の児童部会
の中で、共有し意見交換した。

医療的ケア児コーディネーターの配置と支
援体制構築が必要である。医療的ケア児
コーディネーター有資格者が増加した。
（医療的ケア児コーディネーター有資格者
　坂井地区内　7名）

県の支援センター設置の動向をみながら、医療
的ケア児協議会を開催する。また、児童部会と
連携しながら支援体制の構築に向けて推進して
いく。

健康増進課 継続
関係機関との連携を密にし、今後の支援体制
について検討する。 Ｂ

R2から引き続き医療ケア児（1件）の相談を継続
し、母子支援を実施している。

関係機関が集まり、支援方法について検
討する機会も必要と感じる。

関係機関との連携を密にし、今後の支援体制に
ついて検討する。

子ども福祉課 継続
児童部会と連携をとり、医療的ケア児の支援
に向けた協議を行っていく。 Ｃ

関係機関との協議の機会がなく、情報収集に留
まった。

関係機関との協議の機会がなく、情報収
集に留まった。

児童部会等関係機関と連携を図り、医療的ケア
児の支援体制について検討していく。

保育課 継続
保育園等での医療的ケア児の受入体制の整
備を引き続き検討していく。 Ａ

公立園において1名の医療的ケア児を受け入れ
た。

保育課と受入園、看護師、保護者、児童
福祉施設が連携し、医療的ケア児の生活
支援の向上を図った。

希望する保育園等での医療的ケア児の受入体
制の整備を引き続き進めていく。

学校教育課 継続
校区内に通学を希望する医療的ケアが必要
な児童・生徒を想定した、話し合いの場を持て
るよう、検討する。

Ａ
校区内に通学を希望する医療的ケアが必要な
児童・生徒がいなかったことから、協議すること
がなかった。

医療的ケアが必要な児童・生徒がいる場
合には、病院内にある学校において、治
療をしながら学習をしている。

校区内に通学を希望する医療的ケアが必要な
児童・生徒の支援、受入体制について、話し合
いの場を持てるよう、検討する。

福祉総務課福祉総
合相談室

新規

母子寡婦連合会が実施する学習支援事業と
の協議を実施し、生活困窮者の学習支援事
業と協働し支援対象数を増やす検討を行う。
居場所づくり、日常生活の支援、親への養育
支援などを通じて、子どもの将来の自立に向
けたきめ細かで包括的な支援を行う。
必要に応じて自立相談支援事業等と連携する
ことで世帯全体への支援を行う。

Ｃ

学習支援事業には16名の参加があった。うち、
中学3年生は7人であり、全ての生徒が志望校に
合格した。
なお、ひとり親世帯を対象としたひとり親家庭児
童学習支援事業との一体的実施については、生
活困窮であることが他の生徒に知られてしまうこ
とが懸念されるなどデリケートな課題があり、困
難との判断に至った。

丸岡を拠点として当事業を実施している
が、アクセス不便がネックとなり利用者の
ほとんどが丸岡町の生徒である。市内全
域の生徒が当事業を利用しやすくなるよ
う、対応が必要となっている。

三国、春江、坂井の生徒が当事業を利用しやす
くなるよう、巡回車両による送迎等を検討・実施
する。

子ども福祉課 新規

子どもが健やかに成長するため、関係機関と
連携し、情報共有しながら必要な支援を行う。
必要に応じて、子どものみでなく世帯全体の
支援を行う。

Ｂ
支援を必要としている家庭に対し、各種情報の
提供を行い、必要に応じて社会福祉協議会等の
関係機関と連携しながら支援を行った。

支援を必要としている家庭に対し、各種情
報の提供を行い、必要に応じて社会福祉
協議会等の関係機関と連携しながら支援
を行った。

子どもが健やかに成長するため、関係機関と連
携し、情報共有しながら個別に応じた支援を行
う。必要に応じ、子どものみではなく世帯全体の
支援を行う。

88
気になる子のフォ
ロー体制の充実

保育所（園）等、幼稚園、小学校、中学
校へと切れ目なくつながる、保健・医
療・福祉・教育の連携による子どもの
フォロー体制の構築に努める。

89
医療的ケア児の支
援に向けた連携体
制の構築

医療的ケア児とその家族を地域で支え
られるよう保健・医療・福祉・教育等の
関係機関が地域の課題や対応策につ
いて協議の場を設け、連携体制の構築
を図る。

90 子どもの貧困対策

すべての子どもが夢や希望を持ち成長
していけるよう、教育支援・生活支援・
保護者の就労支援・経済的支援等、包
括的に実施する。
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［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了
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福祉総務課 新規

相談者の複合化複雑化した課題等に寄り添
い的確に対応するため、各制度ごとの相談支
援機関の総合的なコーディネート等を行う相
談支援包括化推進員を配置し、チームとして
包括的・総合的な相談体制を構築する。

Ｂ

相談者の複合化・複雑化した課題等に対応する
ため、関係各課・機関の参加による会議（さかま
る会議）を実施。令和３年度は、子どもがいる世
帯4件、0～10代11名（全世帯構成員の約34％）
について対応した。

多子世帯やいわゆるヤングケアラーなど、
家庭内のデリケートな問題であるがゆえ
に表面化しにくい課題があるケースの存
在を把握した。

引き続き、関係各課・機関の参加による会議を
継続するとともに、子どもがいる世帯特有の生
活課題等の把握し、多機関による支援を推進す
る。

社会福祉課 新規

子どもも含め、地域における相談先の充実に
努める。また地域の生活課題の把握とその課
題解決に向け、総合支援協議会等で取組むこ
とができるよう努める。

Ｂ
坂井地区障害児者総合支援協議会の児童支援
部会や相談支援部会で、課題整理をし、関係機
関で情報共有、意見交換をした。

相談支援事業所、児童福祉施設、行政で
地域課題の整理をすることができた。今後
は、課題の解決に向けて取り組むことが
必要である。

子どもも含め、地域における相談先の充実に努
める。また地域の生活課題の把握とその課題解
決に向け、総合支援協議会等で取組むことがで
きるよう努める。

高齢福祉課 新規

引き続き子育て世代の課題についても問題共
有を行うとともに、子ども・子育ての相談から、
それにかかわる高齢者の課題に結びつくこと
もあるため、連携した相談支援を行う。

Ｂ

地域包括支援センターにおいて、地域の高齢者
の相談支援に努め、複合的な課題を持つケース
についてはさかまる会議の場を活用したり、必
要時関係機関と連携を取り支援を行った。
子ども・子育て関係機関との連携　3ケース

子ども子育て関係機関と連携し、生活課
題が複合化したケースに関わり、地域包
括支援センターとともにケースに応じた支
援を行った。

引き続き子育て世代の課題についても問題共有
を行うとともに、子ども・子育ての相談から、それ
にかかわる高齢者の課題に結びつくこともある
ため、連携した相談支援を行う。

健康増進課 新規
子育て世代包括支援センターにおける課題を
基に、関係機関と会議に参加し、多機関がか
かわる体制作りの構築に努める。

Ｂ

子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠期
から子育て期にわたり、継続的な相談体制に努
めた。また、必要時には関係機関と連携し、支援
会議等にて情報の共有や支援について検討し
た。

子育て世代包括支援センターにおける課
題を基に、多機関がかかわる体制づくりの
構築に努める必要がある。

子育て世代包括支援センターにおける課題を基
に、関係機関と会議に参加し、多機関がかかわ
る体制作りの構築に努める。

子ども福祉課 新規

相談者からの複雑な課題等に対応するため、
制度ごとの相談支援機関のコーディネートを
行う相談支援包括化推進員を部内で配置し、
チームとして包括的な相談体制を構築する。

Ｂ

子育て世代包括支援センターや子ども家庭総合
支援拠点において、子どもや家庭、女性にかか
る各種の相談に対応するとともに、複雑な課題
に対しては、さかまる会議で協議するなど関係
機関との連携を図った。
　さかまる会議での協議件数　4件

各種相談に対応する機関が多数あるた
め、複合化・複雑化した課題の解決に向
けて、どのように連携し、取り組んで行くの
か検討する必要がある。

子育て世代包括支援センターにおける、妊娠期
から子育て期にわたる総合的な相談や支援を
基本としながら、より複雑な課題に対しては子ど
も家庭総合支援拠点や関係機関と連携し、情報
共有を行い、課題の解決に努めていく。

保育課 新規
子どもが関わる複雑化した課題について、包
括的な相談体制を構築し、的確に対応・支援
していく。

Ａ
保育園・児童クラブに入所する子どもに関わる
複雑化した課題について、必要な場合は関係機
関と連携し、対応を行った。

保育園・児童クラブにおいて、子どもに係
る問題を把握した場合には、関係機関と
連携し、適切な対応をする必要があり、施
設職員の意識向上に努めていく。

子どもが関わる複雑化した課題について、包括
的な相談体制を構築し、的確に対応・支援して
いく。

市民生活課 新規

消費者相談の中で、専門的な対応が必要とな
る問題が把握された場合には、速やかに関係
機関へ連絡する。また、他の相談機関から消
費者トラブルに関する専門的な助言の要請が
あった場合には対応する。

Ａ

相談の中で、専門的な対応が必要となる問題が
把握された案件はなかったが、案件があった場
合には、速やかに関係機関に繋ぐことができる
体制を整えている。

未成年者に対し、広く啓発の必要性があ
る案件について、教育委員会と連携して
周知・広報に務めた。

消費者相談の中で、専門的な対応が必要となる
問題が把握された場合には、速やかに関係機
関へ連絡する。また、他の相談機関から消費者
トラブルに関する専門的な助言の要請があった
場合には対応する。

保険年金課 新規 引き続き、実施する。 Ａ

国民健康保険資格証明書に該当した世帯に18
歳未満の子供がいる場合は、交付要綱に基づ
き期限6か月の被保険者証を交付した。
納税相談を通じ、生活状況に問題があるケース
について、ファイナンシャルプランナーや福祉総
務課（福祉総合相談室）へ繋いだ。

国民健康保険資格証明書に該当した世帯
に18歳未満の子供がいる場合は、交付要
綱に基づき期限6か月の被保険者証を交
付した。
納税相談を通じ、生活状況に問題がある
ケースについて、ファイナンシャルプラン
ナーや福祉総務課（福祉総合相談室）へ
繋いだ。

国民健康保険資格証明書に該当した世帯に18
歳未満（18歳に達した日以降最初の3月31日ま
で）の子どもがいる場合、子どもには有効期限6
か月の被保険者証を交付する。
また、これを適切な対応ができる関係機関につ
なぎ、問題の解消に努める。

91
多機関の協働によ
る包括的支援体制
構築事業

坂井市における「地域共生社会」の実
現に向け、世帯全体の複合化・複雑化
した課題を受け止める総合的な相談支
援体制作りを推進する。
多機関がかかわる体制を構築すること
で、制度の狭間に陥ることがないような
支援体制を構築する。

- 15 - シート名 2-（3）
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92
生活困窮者自立支
援事業

生活と就労に関する支援員を配置しワ
ンストップ型の相談窓口と情報とサービ
スの拠点とするほか、就労準備支援事
業、家計改善支援事業、子どもの学習
支援事業等を実施する。

福祉総務課福祉総
合相談室

新規
生活と就労に関する支援員を配置し、就労準
備支援事業、家計改善支援事業、子どもの学
習支援事業等を実施する。

Ｂ

福祉総合相談室内において、困窮相談、就労支
援、就労準備支援、家計改善、子どもの学習支
援事業を一体的に実施することで、適切な相談
支援が実施できた。

コロナ禍により生活困窮に関する相談件
数が大幅に増加する中で、より効率的な
相談対応を実施していく必要がある。

引き続き、生活困窮者自立支援法に基づき、生
活と就労に関する支援員を配置し、就労準備支
援事業、家計改善支援事業、子どもの学習支援
事業等を一体的に実施する。

93
外国籍の子の保育
環境の充実

日本語がほとんど話せない保護者や園
児を保育園で受け入れた際、コミュニ
ケーションがとれるよう体制の充実を図
る。

保育課 新規

世帯の状況を十分把握し、状況に応じて、翻
訳機の使用やイラスト等の活用など、伝達方
法を工夫し、文化や生活習慣の違いが発達の
障害にならないよう配慮する。

Ｂ 外国籍の児童　受入れ園　　７園

全く日本語が理解できない保護者は在園
していないが、工夫(持ち物などを視覚化・
日本文をローマ字表記など）しながら支援
を行っている。言語、宗教、生活習慣、子
育てへの考え方など文化的背景に起因す
る配慮について、保育士の知識の向上に
努めていきたい。

世帯の状況を十分把握し、状況に応じて、翻訳
機の使用やイラスト等の活用など、伝達方法を
工夫し、文化や生活習慣の違いが発達の妨げ
にならないよう配慮する。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（３）特別な支援を必要とする家庭への対応体制の整備　-　②虐待防止への支援

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

94
民生委員児童員活
動

地域の子どもを取り巻く環境を日頃か
ら把握し、支援が必要な場合は、関係
機関に報告して見守りをする。特に主
任児童委員は学校・保育所（園）・児童
館等を訪問や連携を図り、民生委員児
童委員と協働して必要な支援を行う。

社会福祉課 継続
地域の見守り活動や相談先として感染対策に
努め工夫を凝らしながら事業を継続し、学校、
地域との連携強化を推進していく。

Ｂ

小中学校の教職員との懇談会を実施し、子ども
に関わる情報把握に努めた。（感染状況により
一部、参加委員数を減らし実施）
幼保園や放課後児童クラブへの訪問は、玄関先
や少人数の園児との対面、短時間等にするなど
感染対策をし、交流を深めた。（感染状況によ
り、実施を見合わせたところもある）

工夫や対応をとり実施し、子どもに関わる
状況把握に努め、委員として地域でできる
ことを検討した。
顔を会わせる機会が減り連携がとりにくい
中、感染対策、更なる工夫をし、学校や地
域と委員がより密に連携できるような体制
構築が必要である。

地域の見守り活動や相談先として今後も感染対
策に努め工夫を凝らしながら事業を継続し、学
校、地域との連携強化を推進していく。

95
要保護児童対策地
域協議会の充実

児童虐待をはじめとした要保護児童の
早期発見、早期対応が円滑に行えるよ
う、児童相談所や教育機関・保育所
（園）・保健センター・警察等の関係機関
が連携し、支援体制の充実を図る。

子ども福祉課 継続
関係機関と連携し、要保護児童の早期発見・
早期対応のため、支援体制の充実に努める。 Ｂ

代表者会議　　書面開催
実務者会議　　書面開催
実務者定例会　7回（2か月に1回開催）
個別ケース会議　52回

児童虐待等の通告に対し、関係機関との
連携・情報共有を行い、早期に対応し支
援を行った。
新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、研修会が実施できなかった。

関係機関と連携し、要保護児童の早期発見・早
期対応に努める。
新型コロナウイルス感染症拡大に注意し、研修
会を実施し。児童虐待対応への知識を深める。
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番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

96 児童手当給付事業

中学校３年生までの児童を養育してい
る方に手当てを支給することにより、家
庭生活の安定と児童の健全育成及び
資質の向上を図る。

子ども福祉課 継続
通常事業分について、継続して適切な支給に
努める。 Ａ

【通常事業分】
　児童数　128,989人
　支給額　1,411,670,000円
【子育て世帯臨時特別給付金事業分】
　児童数　14,886人
　支給額　1,457,950,000円
　（R4への繰越分も含む）

前年度に比べ、支給児童数・支給額ともに
減少したが、対象となる児童を養育する者
に対して適切に児童手当を支給し、家庭
生活の安定を図った。
また、新型コロナウイルス感染症の影響を
受けている子育て世帯の生活を支援する
ため、高校生相当年齢（18歳）までの児童
を養育する世帯に対し、臨時特別給付金
を支給した。

通常事業分について、継続して適切な支給に努
める。

97
重症心身障害児
（者）福祉手当支給
事業

身体障害者手帳２級以上等の在宅の
障がいのある子ども（人）の保護者で、
特別児童扶養手当や障害児福祉手当
を受給できない児童を介護する方に支
給する。

社会福祉課 継続 事業の周知と適切な支給に努める。 Ａ
重症心身障害児（者）福祉手当
　支給件数　0件

身体障害者手帳２級以上等の在宅の障
がいのある子どもで、特別児童扶養手当
や障害児福祉手当を受給できない方に支
給するが、対象児がいなかった。

事業の周知と適切な支給に努める。

98
障害児福祉手当支
給事業

身体または知的発達の重度障がいの
ため、日常生活において常時介護を必
要とする在宅の20歳未満の方に支給す
る。

社会福祉課 継続 事業の周知と適切な支給に努める。 Ａ
障害児福祉手当
　支給件数　32件

在宅の20歳未満の方で、身体または知的
発達の重度障がいのため、常時介護を必
要とする児童に適切に支給した。

事業の周知と適切な支給に努める。

99
特別児童扶養手当
支給事業

身体または知的発達に障がいのある20
歳未満の児童を監護する父や母、もしく
は養育者に国が支給する。

社会福祉課 継続
支給決定は県であるため、県と連携し事業の
周知と適切な支給努める。 Ａ

特別児童扶養手当
　支給件数　216件

在宅で身体または知的発達に障がいのあ
る20歳未満の児童を監護する父や母、も
しくは養育者に対して県が支給した。申請
受付は市で実施。

支給決定は県であるため、県と連携し事業の周
知と適切な支給に努める。

100
児童扶養手当支給
事業

ひとり親家庭の親に対し、児童扶養手
当を支給する。

子ども福祉課 継続
通常事業分について、事業の周知と適切な支
給に努める。 Ｂ

【通常事業分】
　受給者数
　　全部支給 197人、一部支給 282人
　延児童数　9,048人
　延支給額　232,791,660円
【子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世
帯分）】
　延児童数　814人
　延支給額　40,700,000円

ひとり親世帯に対し、児童扶養手当を支
給した。
また、新型コロナウイルス感染症の影響を
受けている低所得のひとり親世帯を支援
するため、特別給付金を支給した。

通常事業分について、事業の周知と適切な支給
に努める。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（４）経済的支援の充実　-　②医療費助成の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

101
子ども医療費助成
事業

中学校３年生までの児童の健康の維持
と経済的な負担を軽減するため、医療
保険の自己負担分（保険適用分）を助
成する。

子ども福祉課 継続
引き続き、高校3年生までの児童の医療費の
自己負担分を助成し、子育て世帯の経済的負
担を軽減する。

Ａ

未就学児及び小学1年～中学３年
　（自己負担500円を除く、県費補助事業）
　　助成件数　145,701件
　　助成額　 313,666,139円
高校1年～3年
　（自己負担500円、市単独事業）
　　助成件数　20,698件
　　助成額　56,722,156円

市内に住所を有する高校修了前の児童を
対象に、過不足なく医療保険の自己負担
分を助成した。
医療機関を安心して受診できることで、児
童の健康増進を図ることが出来た。また、
子育て世帯の経済的負担を軽減すること
ができた。

引き続き、高校3年生までの児童の医療費の自
己負担分を助成し、子育て世帯の経済的負担を
軽減する。

102 養育医療給付事業

身体の発達が未熟なまま生まれ入院を
必要とする乳児に対し、指定養育医療
機関において、医療の給付または医療
に要する費用を支給し、出生時の健康
の保持を図る。

子ども福祉課 継続
引き続き、身体の発達が未熟なまま生まれ入
院を必要とする乳児の養育医療費を公費で負
担する。

Ａ
給付決定者数　37人
給付件数　58件
給付額　5,684,021円

前年度に比べ、給付決定者数は増加し
た。身体の発達が未熟なまま生まれ入院
を必要とする乳児に対し、過不足なく医療
費を公費で負担することができた。

引き続き、身体の発達が未熟なまま生まれ入院
を必要とする乳児の養育医療費を公費で負担す
る。

103
重度障害者（児）医
療費助成事業

重度の障がいのある子ども（人）の健康
の維持と経済的な負担を軽減するた
め、医療保険の自己負担分（保険適用
分）を助成する。

社会福祉課 継続
令和3年度も事業を継続し、重度の障がいの
ある児童の健康の維持と経済的な負担軽減
に努める。

Ａ 受給者数　3,115人　　うち18歳未満 95人

重度の障がいのある児童の健康の維持と
経済的な負担を軽減するため、医療保険
の自己負担分（保険適用分）を適切に助
成した。

令和4年度も事業を継続し、重度の障がいのあ
る児童の健康の維持と経済的な負担軽減に努
める。

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】
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［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（４）経済的支援の充実　-　②医療費助成の充実　＜続き＞

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

104
自立支援医療費支
給事業（育成医療費
支給事業）

身体に障がいのあるかまたは現疾患を
放置すると将来一定の障がいが残ると
認められる子どもに対し、手術等の治
療等によりその症状が軽くなり日常生
活が容易にできるようになると認められ
る場合に、経済的負担を軽減するため
その治療に要する費用の一部を助成す
る。

社会福祉課 継続
令和3年度も事業を継続し、身体に障がいの
ある子どもに対し、必要な手術等の医療費を
支給する。

Ａ 令和3年度実績（2月末現在）　12名
身体に障がいのある子どもに対し、生活
の能力を得るために必要な手術等の医療
費を適切に支給した。

令和4年度も事業を継続し、身体に障がいのあ
る子どもに対し、必要な手術等の医療費を支給
する。

105
ひとり親家庭等への
医療費助成事業

ひとり親家庭等を対象に、健康の維持
と経済的な負担を軽減するため、医療
保険の自己負担分（保険適用分）を助
成する。

子ども福祉課 継続
引き続き、事業の周知と適切な支給に努め
る。 Ａ

助成対象者　1,452人
助成件数　16,438件
助成額　44,198,386円

前年度に比べ、助成対象者は減少した
が、件数、助成額ともに増加した。

引き続き、事業の周知と適切な支給に努める。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（４）経済的支援の充実　-　③経済的負担の軽減

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

106 保育料の負担軽減

保育所（園）に同一世帯から２人以上の
乳幼児が入所している場合や入所児童
が第３子以降の場合、また低所得の母
子世帯等の保育料を軽減する。

保育課 継続
次年度も引き続き、3歳児以上の保育料及び
低所得世帯の第2子保育料無償化を実施し、
子育て世帯の支援を図る。

Ａ
所得制限額以下の世帯における第2子の保育
料無償化を実施した。

3歳児以上の保育料及び低所得世帯の第
2子保育料を軽減することができた。

引き続き、3歳児以上の保育料及び低所得世帯
の第2子保育料無償化を実施する。さらにR4.9月
から第2子保育料無償化の対象を拡大し、子育
て世帯の支援を図る。

107
児童・生徒就学援助
事業

経済的理由により就学が困難な児童・
生徒に対する必要な援助を行い、義務
教育の円滑な実施を図る。

学校教育課 継続
今後も引き続き、家庭の状況に応じて経済的
負担の軽減をはかるため必要な援助を行って
いく。

Ａ
保護者が負担する教育関係経費について、家
庭の状況等に応じて経済的負担の軽減を図るこ
とができた。

今後も引き続き、家庭の状況に応じて経
済的負担の軽減をはかるため必要な援助
を行っていく。国の単価改正に伴い、学用
品費・通学用品費・入学準備金・新入学用
品費・校外活動費・修学旅行費・体育実技
用品費の増額を行った。

今後も引き続き、家庭の状況に応じて経済的負
担の軽減をはかるため必要な援助を行ってい
く。

108
子育てすくすく支援
商品券支給事業

多子世帯における経済的負担の軽減、
市内事業者や商店の経済活性化を図
る。

子ども福祉課 継続
通常事業分について、事業を継続し、多子世
帯の経済的負担軽減と地元商店の経済活性
化を図る。

Ａ
交付件数　2,271件
商品券利用料　95,177,000円

未就学の第2子に30,000円分、第3子以降
に1人につき50,000円分の商品券を交付し
た。対象世帯の98％が商品券を受領し
た。

事業を継続し、多子世帯の経済的負担軽減と地
元商店の経済活性化を図る。

109
交通災害等遺児就
学支度金支給事業

小・中学校及び高等学校等に就学予定
の児童を扶養するひとり親家庭に対し
て申請に基づき支給する。

子ども福祉課 継続
引き続き、交通災害等遺児の就学時の経済
負担を支援するため、適切に周知を行いなが
ら、事業を継続する。

Ｄ 県への申請人数　0名
対象者がいなかったため実績なしとなっ
た。

引き続き、事業の周知と適切な支給に努める。

110
交通遺児救援金支
給事業

生計を一にしていた父、母または未成
年後見人を交通災害で失った、義務教
育就学中の児童または生徒に救援金
を支給する。

子ども福祉課 継続 引き続き、救援金の適切な支給に努める。 Ａ 対象者　1名（中学生）　50,000円
対象者に対して適切に救援金を支給する
ことができた。

引き続き、事業の周知と適切な支給に努める。

111
ひとり親・寡婦福祉
資金貸付事業

ひとり親家庭や寡婦の経済的自立や、
扶養している子どもの福祉増進のため
に必要な資金の貸付を行う。

子ども福祉課 継続
貸付が必要なひとり親家庭等に対し、引き続
き事業を継続していく。 Ｄ 県への申請人数　0名

対象者がいなかったため実績なしとなっ
た。

貸付が必要なひとり親家庭に対し、引き続き事
業を継続していく。

112
ひとり親家庭等の子
育て安心プラン事業

ひとり親家庭等の経済的負担を軽減
し、安心して子育てができる環境づくり
を推進する。

子ども福祉課 新規
引き続き事業を継続して行うが、ホームページ
等による事業周知に努める。 Ｂ

【放課後児童クラブ利用料援助】
　利用者数　98人
【高校生通学定期代援助】
　延利用者数　334人

適切に援助を行い、利用者の利便性向上
や経済的負担の軽減を図った。

引き続き、事業の周知と適切な支給に努める。

113
給食材料費補助事
業

私立の保育園、認定こども園、未移行
幼稚園及び国立大学法人附属幼稚園
に在園する満3歳以上の児童の給食費
を補助する。

保育課 新規
次年度も引き続き実施し、私立保育園等で免
除対象となる保護者負担分を補助すること
で、子どもの健やかな成長を支援する。

Ａ 私立保育園等27園　計11,543,460円

低所得で生計が困難な家庭や３人以上子
どもを持つ家庭を支援することで、子ども
の円滑な特定教育・保育等の利用を図る
ことができた。

次年度も引き続き実施し、私立保育園等で免除
対象となる保護者負担分を補助することで、子
どもの健やかな成長を支援する。
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番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ３計画 Ｒ３評価 Ｒ３実績 Ｒ３成果と課題 Ｒ４計画

114 児童館活動事業

現在児童館で実施している放課後児童
クラブを閉園となった幼稚園舎へ移動
することにより、児童館機能の充実を図
る。

保育課 継続
老朽化している施設に関しては、必要な修繕
を行いながら、来館児童が安全に使用できる
よう努めていく。

Ｂ
【公営13施設（うち2施設は児童室）】
　利用者数　43,290人

大きな事件・事故等もなく、来館児童を受
け入れることが出来た。昨年度の37,509
人から利用者が増加した。

老朽化している施設に関しては、必要な修繕を
行いながら、来館児童が安全に使用できるよう
努めていく。

115
集会等施設整備へ
の助成

コミュニティ活動を目的とした集会施設
等の増改築及び修繕に関する経費に
対し、補助金を交付する。

まちづくり推進課 継続

前年度に要望調査を行った結果、20件の要望
を受けており順次改修を行っていく。
引き続き、コミュニティ活動を目的とした集会
施設等の新築、増改築及び修繕に関する経
費に対し、補助金を交付する。

Ａ
（市単独事業）
補助事業：27件、補助金額：15,147千円

区民の高齢化、集会施設の老朽化に対応
し、区民が集うコミュニティ施設として施設
修繕やバリアフリー、トイレ洋式化、空調
設備更新等の要請に対し補助金を交付し
た。限られた予算の中で緊急的な修繕対
応について非常に苦慮している。

前年度に要望調査を行った結果、19件の要望を
受けており順次改修を行っていく。
引き続き、コミュニティ活動を目的とした集会施
設等の新築、増改築及び修繕に関する経費に
対し、補助金を交付する。

116
スポーツ施設の整
備

子どもを含むあらゆる市民が安全で快
適に使用できるよう、体育館や運動公
園等スポーツ施設の整備を計画的に進
める。

生涯学習スポーツ課 継続
子どもを含むあらゆる市民が安全で快適に使
用できるよう、体育館や運動公園などスポー
ツ施設の整備を計画的に進める。

Ｂ
今市プール跡地を人工芝広場に整備した。
丸岡スポーツランド人工芝グランド及び三国運
動公園野球場をLED照明に改修した。

市内体育施設は全体的に老朽化が進ん
でおり、特に安全面に影響を及ぼす恐れ
のある箇所から優先的に修繕・改修を進
めていく必要がある。

子どもを含む全ての市民が安全で快適に使用で
きるよう、体育館や運動公園などスポーツ施設
の整備を計画的に進める。

117 公園維持管理
市が管理する公園の遊具等を点検し、
危険箇所の補修を行う。

都市計画課 継続
引き続き市が管理する公園の遊具等を点検
し、危険箇所の補修を行う。 Ｂ

市が管理する公園の遊具等を点検し、危険個所
の補修を行った。

点検を行い危険個所の発覚時には早急
に使用禁止にしている。今後も継続して点
検・補修を行っていく必要がある。

引き続き市が管理する公園の遊具等を点検し、
危険個所の補修を行う。

118
児童小遊園地遊具
整備補助事業

児童に健全な遊び場を与えることで体
力の増進と情操の高揚を図るため、各
行政区の公園の遊具設置に対して補
助金を交付する。

子ども福祉課 継続
地域のニーズに対応できるよう、事業を継続し
ていく。 Ａ

事業実施地区
　2地区（丸岡町高柳区、坂井町下兵庫区）
交付額
　600,000円（300,000円×2地区）

遊具整備を希望する区に対し補助を行う
ことで、児童の遊び場を確保することがで
きた。
地域における遊具整備のニーズは一定数
あるものの、費用が高額になるため実施
を見合わせる区もある。

地域の遊園地において、整備された遊具で児童
が遊びながら健やかに成長できるよう、引き続き
地区への補助事業を継続する。

119
児童小遊園地遊具
設備修繕助成事業

各行政区に設置されている遊具の修繕
に対して助成金を交付する。

社会福祉協議会 継続 ５地区×50,000円（上限）で助成 Ｂ 助成件数　3件
区長会での説明を継続し、コロナ禍以前
の件数実績に戻った。

5地区×50,000円(上限)で助成する。

120
危険箇所の点検及
び補修

市道の危険箇所を点検し、危険箇所の
補修に努める。

建設課 継続
道路パトロールの強化に取り組み、市内にお
ける道路等の危険箇所を点検し、危険箇所の
補修に努める。

Ｂ

道路パトロールを定期的に実施し、破損箇所の
早期発見に努めるとともに、早期に補修すること
ができた。また、橋梁補修計画に基づき、２４４
橋の点検、９橋の補修をすることができた。

Ｒ３修繕箇所　１９９箇所
区、市民からの多くの要望等にきめ細かく
対応していけるよう努める。

道路パトロールの強化に取り組み、市内におけ
る道路等の危険箇所を点検し、危険箇所の補修
に努める。

121 歩道整備

子どもと一緒でも安全に安心して歩行
できるように、段差をなくしたりすること
でバリアフリー化を目指し、歩道の整備
を進める。

建設課 継続
安全に安心して歩行できるように、段差をなく
したりすることでバリアフリー化を目指し、歩道
の整備を進める。

Ｂ
側溝整備や外側線の引き直し、街路樹撤去など
により歩行者の通行幅を拡幅することができた。

今後もバリアフリー化を目指し、歩道の整
備を進める。

安全に安心して歩行できるように、段差をなくし
たりすることでバリアフリー化を目指し、歩道の
整備を進める。

122 防犯灯設置事業
各行政区が犯罪、非行及び事故等の
発生防止のために実施する防犯灯設
置事業に対し、補助金を交付する。

安全対策課 継続
令和5年度まで防犯灯の設置灯数の制限を無
くし、灯器更新、設置を推進する。 Ｂ 防犯灯の灯器更新・新設数　1,239灯

防犯灯の灯器更新・新設数は、前年から
329灯減少した。理由としては、各行政区
の更新等が概ね進捗したためと考えられ
る。

令和5年度まで防犯灯の灯器更新・新設費用補
助の灯数制限を無くし、LEDの灯器更新、設置を
推進する。
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123 交通安全施設整備
市が管理する道路に区画線、転落防止
柵、視線誘導標を設置する等、交通安
全施設整備に取り組む。

建設課 継続
市が管理する道路に区画線、転落防止柵、視
線誘導標を設置する等、交通安全施設整備
に取り組む。

Ｂ
交通安全施設の改修、維持修繕により、防災、
交通安全対策上の生活圏の環境改善を図っ
た。

警察、教育委員会等関係団体と連携し
て、未就学児が日常的に集団で移動する
経路の緊急安全対策を実施した
今後も交通安全施設整備を進める。

市が管理する道路に区画線、転落防止柵、視線
誘導標を設置する等、交通安全施設整備に取り
組む。

124
安全安心まちづくり
事業

市民が安全で安心して暮らすことがで
きるまちづくりのため、安全に関する知
識の普及及び情報の提供その他市民
及び事業者に対する啓発活動を行うと
ともに、安全に関する教育の充実を図
る。

安全対策課 継続

市直営の防犯カメラ設置（２か所２基）。さかい
ドライブレコーダー見守り協力隊の活動支援
（加入促進）。防災メール、防災アプリの普及
促進。

Ｂ

市直営の防犯カメラを２か所２基設置。さかいド
ライブレコーダー見守り協力隊の活動支援（加
入促進）を図り、加入件数は令和3年度末で
1,029件に達した。また、防災メール、防災アプリ
の普及促進を図った。

防犯カメラ設置地域では、事件事故の発
生が無く、犯罪抑止につながった。

市直営の防犯カメラ設置（２か所２基）。さかいド
ライブレコーダー見守り協力隊の活動支援（加
入促進）。防災メール、防災アプリの普及促進を
行う。

125
交通安全教室の実
施

子ども、児童が被害者となる交通重大
事故防止のため、小学校での自転車教
室及び保育所（園）・幼稚園・小学校等
での交通教室等を実施し、児童・園児
及びその保護者の交通安全意識向上
を図る。

安全対策課 継続
新型コロナウィルスの流行状況に応じ、ＤＶＤ
教材を活用した教養を実施する。自転車教室
は座学、実地講習の日を分けて実施する。

Ｃ
小学校は年に１回、保育所・幼保園等は年に３
回交通安全教室を実施し、児童・生徒が関係す
る交通事故防止を図った。

前年度に引き続き、新型コロナウイルス感
染症拡大等により教室開催日変更や中止
があり、例年の実施予定数から減少した。

新型コロナウイルス感染症の感染状況に応じ、
ＤＶＤ教材を活用した教養を実施する。自転車教
室は座学と実地講習を同一日に実施する。

126
交通安全図画ポス
ターコンクールの実
施

交通事故のない安全で安心なまちを目
指し、児童の交通事故の防止意識の向
上を図るため、市内の小学生を対象に
交通安全図画ポスターコンクールを実
施する。

安全対策課 継続
課題を児童の交通事故防止の他、交通情勢
に応じたものもいれ、家族全体で交通事故防
止について考える内容で実施予定。

Ｂ

応募者数912人、優秀作品を市役所本庁、みく
に市民センターにて掲示したほか、市ホーム
ページにも掲載し市民への交通意識向上を図っ
た。

新型コロナウイルス感染拡大状況等の影
響が危惧されたが、応募者数は大幅に減
少した前年より増加した。

課題を児童の交通事故防止のほか、最近の交
通情勢を踏まえたものを入れ、家族・地域ぐるみ
で交通事故防止について考える内容で実施予
定。

127 交通指導員の配置

朝や薄暮時の街頭指導・巡回広報パト
ロールを通じて声掛けを実施することに
より、子どもを含めた住民の交通事故
防止を図る。

安全対策課 継続
新型コロナウィルスの流行状況に応じ、より児
童、生徒の保護を重視したきめ細かい街頭監
視活動を行う。（児童の登校初日など）

Ｂ

毎月の「交通事故ゼロを目指す統一行動日」で
の交通監視のほか、四季の交通安全県民運動
期間中には広報パトロールを実施し、交通事故
抑止を図った。

市内の交通事故死者数は2人で、対前年
比1名減少した。一方で、人身事故件数
2,141件で対前年比134件増加した。

新型コロナウイルス感染症の感染状況等に応
じ、より児童・生徒の保護を重視したきめ細かい
街頭監視活動を行う。

128
防犯パトロールの実
施

子どもへの声掛け事案等の犯罪を未然
に防ぐため、市内の拠点を中心に防犯
パトロールを実施する。

安全対策課 継続
犯罪多発箇所、時間帯の情報提供を行うとと
もに、学校、公園など子どもが集まる場所の
パトロール、見守り活動を行っていく。

Ｃ
各地区において週２回青色回転灯車による防犯
パトロールを実施し、犯罪抑止を図った。

新型コロナウイルス感染拡大状況等の影
響を受け、防犯パトロール実施回数は94
件で前年より4件減少した。

犯罪多発箇所、時間帯の情報提供を行うととも
に、学校、公園など子どもが集まる場所のパト
ロール、見守り活動を行う。

保育課 継続
引き続き、警察と連携し、防犯訓練等を実施し
ていく。緊急通報装置未設置の園に対して、
順次、設置を進めていく。

Ｂ
警察の協力により、防犯教室および不審者対応
訓練を実施した。各施設において緊急通報装置
やカメラ付きドアホンの設置を行った。

警察の協力を得て防犯教室や不審者対
応訓練を実施した。緊急通報装置やカメラ
付きドアホンの設置を進め、不審者対策を
図った。

引き続き、警察と連携し、防犯教室等を実施して
いく。緊急通報装置やカメラ付きドアホン未設置
の園に対して、順次、設置を進めていく。

学校教育課 継続
警察と更なる連携を強化し、園児・児童生徒
対象や教職員対象や、さまざまなパターンの
不審者対応訓練が設定できるようにしていく。

Ａ
警察と連携を取り、小中学校全校で不審者対応
訓練を実施した。

引き続き警察と連携をとりながら 訓練の
内容・形態を工夫して、さまざまなパターン
に対応できるよう実施をしていく必要があ
る。

警察と更なる連携を強化し、児童生徒対象や教
職員対象や、さまざまなパターンの不審者対応
訓練が設定できるようにしていく。

129 不審者対策

保育所（園）・幼稚園・学校等において
防犯訓練を実施し不測の事態に備え
る。また職員を対象に予防や防護策を
学ぶための講習会を開催する。
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130 愛護センター事業

補導員による街頭指導・少年相談・学
校周辺及び通学路付近の警戒並びに
青色回転灯による見守り活動・不審者
対策巡回活動等を行い、青少年の健全
な育成を図る。また、公共施設等に白
いポストを設置し、青少年の健全育成
に適切でない図書等を回収・廃棄す
る。

生涯学習スポーツ課 継続

青少年の非行防止ならびに健全育成の啓発
活動を引続き実施する。
特に、補導員による街頭指導・青少年相談・学
校周辺や通学路付近の青色回転灯装着車に
よる見守り活動と不審者対策巡回強化等を実
施する。
また、公共施設等に設置されている白いポス
トにおける青少年の健全育成に適切でない有
害図書等の回収・廃棄を実施する。

Ｂ

321名の委嘱補導員が市内全域で街頭補導活
動を行い、延べ1,063人が出務した。併せて専任
補導員による街頭補導及び青色回転灯装着車
による巡回活動も実施し、「愛の一声」運動を行
いながら青少年の非行・被害防止並びに事故・
被害防止に努めた。
また、市内7か所の白いポストにて、有害図書等
172点の回収・廃棄を行い社会環境浄化活動に
努めたほか、市内各店舗における県愛護条例
に基づく有害図書等の社会環境調査を行い、指
導および助言等も行った。

委嘱補導員による街頭補導出務について
は、コロナ禍でありながら前年の1,022人よ
りやや増加傾向が見られる実績となった。
委嘱補導員ならびに専任補導員による街
頭補導と青色回転灯搭載車巡回等によ
り、特に問題となる行動等は見られず、市
内全域の非行防止・被害防止等に一応の
成果があったと思われる。
青少年愛護センターの活動は、地道なが
らも継続が重要であると考えられるが、青
少年数の減少に伴いPTAの補導員数の
検討も必要となってきていることから、一
般の補導員を含め全体数をみながら今後
見直しに取り組みたい。

青少年の非行防止ならびに健全育成の啓発活
動を引続き実施する。
特に、補導員による街頭指導・青少年相談・学
校周辺や通学路付近の青色回転灯装着車によ
る見守り活動と不審者対策巡回強化等を実施
する。
また、公共施設等に設置されている白いポスト
における青少年の健全育成に適切でない有害
図書等の回収・廃棄を実施する。

131
情報モラル教育の
実施

小・中学校において、インターネットやス
マートフォン等の利用に関して子どもた
ちがその危険性を理解し正しい利用方
法を実践できるよう、警察や関係機関と
連携し、授業や講座を実施する。また、
ネット依存防止のため、子どもたちがス
マートフォン等の利用に関してルールを
つくり、家庭で積極的に守ることを目的
とした「Three（スリー）ルール 運動」を
推進する。

学校教育課 継続

スマートルールが守られているかどうかの検
証や実際に有効なものになっているのか常に
確認していく。
ひまわり教室等の専門機関との連携を図る。

Ａ

児童生徒のインターネット利用やスマートフォン
等の利用に関して、子どもたち自身がルールを
つくり、家庭で積極的に守ることを目的とした
「Three（スリー）ルール 運動」も浸透してきた。
全ての中学校においては、各学校毎に独自のス
マートルールが作成された。小学校においても、
ほとんどの学校でスマートルールを作成してい
る。また、ひまわり教室等で専門家からの指導を
受けている。

インターネットやスマートフォン等について
は、使用を禁止するのではなく、正しい活
用、適切な使用の方法を教えることが重
要である。
どのようなトラブルがあるのか、どのような
犯罪に巻き込まれる可能性があるのか、
詳細に指導する必要がある。児童生徒の
指導は元より保護者への指導も重要であ
る。

スマートルールが守られているかどうかの検証
や実際に有効なものになっているのか常に確認
していく。
ひまわり教室等の専門機関との連携を図る。
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132 学校施設の開放

市民の交流活動のために学校施設を
開放することで、地域に開かれた学校
を目指すとともに、施設の利活用を図
る。

教育総務課 継続
市民が安全安心に学校施設を利用することが
できるよう、計画的に修繕や改修を行い、施設
の維持管理に努めていく。

Ａ

計画的に修繕や改修を行い、施設の維持管理
に努めた。また、放課後等の小中学校体育館や
グラウンドを市民に開放し、施設の利活用を図っ
た。

修繕要望等も多く、順次対応していく必要
がある。

市民が安全安心に学校施設を利用することがで
きるよう、計画的に修繕や改修を行い、施設の
維持管理に努めていく。

133 子ども会育成事業
坂井市子ども会育成連絡協議会を事
業主体として、子ども会活動を通して子
どもの健全育成を図る。

生涯学習スポーツ課 継続

コロナ禍の中で、開催できる事業を積極的に
行い、次年度以降の事業の見直しにつなげ
る。また、子どもの健全育成のために、既存の
事業についても改善を図り、子ども会役員が
活躍できる場を創出し、次世代の育成に努め
る。

Ｂ

４町で開催しているチャレンジランキング大会や
ディスクドッヂ大会は新型コロナウイルス感染症
の影響で中止となった。コロナの影響で中止が
続くなか、壁新聞コンクールでは20作品の出品
があり、県内でも最多の出品数となった。地域の
ことを年齢が違う子ども同士が調査し、まとめる
ことが子どもの学びにつながった。

例年、決まった事業を展開しており、根強
い人気を持つ事業もあるが、今後は健全
な子どもたちの成長、子ども会の発展によ
り一層つながる催しが必要である。また、
子ども会育成者の次世代育成にも力を入
れなければならない。

コロナ禍の中で、開催できる事業を積極的に行
い、次年度以降の事業の見直しにつなげる。ま
た、子どもの健全育成のために、既存の事業に
ついても改善を図り、子ども会役員が活躍できる
場を創出し、次世代の育成に努める。

134
社会教育団体育成
事業

社会教育団体の自主的で健全な活動
を積極的に促進するため、補助金を交
付し、社会教育の発展及び市民の自主
的な社会教育活動を支援する。

生涯学習スポーツ課 継続

昨年度同様、補助金を交付するだけではなく、
行政の活動等に積極的に参加してもらい、団
体の知名度を上げて会員増加の支援をした
い。

Ｂ

社会教育団体の活動促進の一助として補助金
を交付し、団体の自主的な活動を支援できるよ
う努めた。地域行事や行政の活動にも積極的に
参加してもらった。

昨年同様の団体への補助である。各団体
から提出された申請・実績の内容を確認し
た。
会員の確保が課題となっている。

補助金を交付するだけではなく、行政の活動等
に積極的に参加してもらい、団体の活動を周知
することにより会員増加の支援をしたい。

135
青少年健全育成事
業

坂井市青少年育成坂井市民会議を中
心として、広く市民の総意を結集し、次
代を担う青少年の健全な育成を図るた
め、見守り活動啓発運動や、心の教育
講演会を開催する。

生涯学習スポーツ課 継続

各支部の見守り活動に関しては、昨年度同様
継続していく。見守り隊員の高齢化や児童の
活動時間の多様化に対応するために、従来の
見守り隊以外に新しい見守り活動を始め、活
動に参加する門戸を広くする。

Ａ

市内23支部における見守り活動・啓発運動や、
心の教育講演会、青少年健全育成推進大会を
開催し、青少年の健全育成に努めた。R2から始
まったいきいき見守り隊も隊員が増えて見守り
活動がより身近なものになっている。

各支部では見守り活動や啓発活動を中心
に、積極的に青少年の健全育成に努め
た。
また、ＯＮＬＹＯＮＥ♡ が実施していた赤
ちゃん抱っこ体験学習事業では、市内一
部の中学校でのオンライン交流を積極的
に支援するなど、命の教育にも力を入れ
た。

各支部の見守り活動に関しては、昨年度同様に
継続していく。見守り隊員の高齢化や児童の活
動時間の多様化に対応するために、従来の見
守り隊以外に新しい見守り活動を始め、活動に
参加する門戸を広くする。
また、賛助会員から頂いた賛助金を啓発グッズ
等にして還元するよう努める。

136
協働のまちづくり事
業への助成

市民と行政による協働のまちづくりを推
進するため、コミュニティセンターを拠点
に、地域住民が主体となって“住みよい
愛着と誇りの持てる地域づくり”に取り
組んでいる「まちづくり協議会」の運営
や活動に対し、財政的な支援、情報発
信等を行う。

まちづくり推進課 拡充

NPO法人と協働し、まちづくり協議会にター
ゲットを絞った「まちづくりカレッジさかい」事業
を展開していく。
また、実践的なまちづくり活動をプランニング
する「まちづくりプランミーティング」と、そのプ
ランを実践する「まちづくりラボラトリー」に取り
組み、まち協との連携を図る。

Ａ

NPO法人と協働し、地域活性化や人材育成をコ
ンセプトに「まちづくりカレッジ」を開催した。
また、まちづくりの考え方や方策について、実践
事例を学ぶための研修会を開催した。

具体的な支援策として一定の効果を確認
できたので、来年度以降も継続して実施
する。

まちづくり協議会や地域ボランティア団体を対象
とした、地域における課題発見やその解決方法
を学ぶ、「まちづくりカレッジ」を開催する。
また、市内の小中学生を対象にまちづくり学習
を実施する「まちづくりスクール」を開催し、将来
におけるまちづくりへの市民参画を促し、地域力
の向上を目指す。

まちづくり推進課 継続
教育委員会（生涯学習スポーツ課）と連携を
図りながら各種の事業を展開する。 Ａ

公民館からコミュニティセンターへの移行後も従
来の公民館事業を継続し、青少年健全育成事
業、合宿通学等を地域の特性を生かして実施し
た。

今後も、社会教育・生涯学習を推進する
施設として、充実を図る。

教育委員会（生涯学習スポーツ課）と連携を図り
ながら各種の事業を展開する。

生涯学習スポーツ課 継続
集客力のある講師選考に努めながら、幅広い
世代の市民が参加しやすい内容の生涯学習
講演を今後も実施していく。

Ｃ
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で
生涯学習講演会を実施しなかった。

新型コロナウイルス感染症の影響で講演
会は実施できなかったが、今後は講演会
以外の方法も検討する必要がある。

講師選考に努めながら、幅広い世代の市民が
参加しやすい内容の生涯学習講演を今後も実
施していくとともに、講演会以外でも幅広い世代
の市民に学ぶ機会を検討する。

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和３年度点検・評価および令和４年度計画】

137
社会教育・生涯学習
事業

実生活に即した教育、学術及び文化に
関する事業を行っていくことで、区域内
住民の教養の向上・健康の増進等を図
り、生活文化の振興と社会福祉の増進
を進める。
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［Ｒ３.評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了
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福祉総務課 新規

既にあるコミュニティを利用し、地域共生社会
の実現に向けて行政と地域住民の役割を理
解、地域課題を解決に近づけるための体制を
構築する。

Ｃ

地区福祉の会や活動を始めたい方が地域で活
動できるよう、社会福祉協議会のコミュニティ
ソーシャルワーカーへの情報提供や活動の立ち
上げ支援を行った。

新規の子ども食堂が立ち上がり、市内の
子ども食堂のネットワーク連絡会を立ち上
げ、活動の情報交換ができるようになっ
た。
コロナ禍のためワークショップ等（居場所
作りの話し合い）を開催できない地区が
あった。

引き続き、社会福祉協議会のコミュニティソー
シャルワーカーが様々な居場所を増やしていくこ
とができるように、情報提供や活動の立ち上げ
支援を行う。

社会福祉課 新規
身近な地域で展開されている事業について理
解を深め、交流拠点の活動の支援に努める。 Ｃ

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響も
あり、「集う」活動を行うことはできず、あいさつ運
動や登下校の見守りなどの活動に留まった。

「集う」活動は出来なかったが、「見守り」と
いう活動を行った。

身近な地域で展開されている事業について理解
を深め、交流拠点の活動の支援に努める。

子ども福祉課 追加

引き続き、子ども食堂を通して虐待防止・早期
発見のため見守り活動を行っている団体に対
し、補助を行い、連携をとりながら、虐待防止
に努める。

Ａ

虐待防止や早期発見のため、子ども食堂を実施
し、支援が必要な子の見守り活動を行っている
団体に補助金を交付した。
　交付団体　1団体

子ども食堂の活動を行っている「えがお子
ども食堂の会」の事業に対し、補助金交付
を行い、気がかりな子、支援が必要な子
の情報共有に努めた。なお、課題として、
要保護児童対策地域協議会で把握してい
る児童の情報共有の方法を検討していく
必要がある。

子ども食堂を通して虐待防止・早期発見のため
見守り活動を行っている団体に対し、補助を行
い、連携をとりながら虐待防止に努める。

138
地域との交流の推
進

子ども食堂を始め、様々な世代が交流
できる事業等、ネットワークの形成とな
るような地域活動の支援を進める。
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